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第1章  序論 

1-1  研究背景 

1-1-1  ブロードバンドサービスの普及とアクセスシステムの光化 

 1970年、米国のコーニング社から 1 kmあたり 20 dBという当時としては画期的な

低損失光ファイバが発表され[1]、ほぼそれと時を同じくして AT＆Tのベル研究所でそ

れまで困難視されていた GaAs（ガリウムヒ素）半導体レーザの室温連続発振が達成さ

れた[2]。以来、光ファイバ通信技術の開発が急速に展開された。当初、GaAs半導体レ

ーザの発信波長である 0.8 μm帯の光ファイバ通信システムの実用化が進められた。光

ファイバの低損失化が進展するにつれて、ファイバの低損失な波長帯が長波長側の 1.3 

μm帯、さらには 1.5 μm帯にと移り、それに伴って、InGaAsP（インジウムガリウム

ヒ素リン）系の長波長帯の半導体レーザの研究が始まった。幸運にも InGaAsP半導体

レーザが信頼性の点で素質の良さに恵まれたこともあって、1980年代に入ると 1.3 μm

帯や 1.55 μm帯のシステム開発が本格化し、それらは既に実用化されている。その後、

1987 年、活性物質としてエルビウムを光ファイバにドープした光ファイバ増幅器が英

国のサザンプトン大学より発表された[3]。それまでの中継系は光信号を電気信号に変

換して再生増幅した後、光信号に変えるものであった。しかし、光増幅器の出現により、

光信号のまま増幅が可能になった。 

 光ファイバ通信技術は、はじめに電話局と電話局を結ぶ中継伝送技術として発展を遂

げた。中継伝送としての光ファイバ通信技術は、長距離化、高速・広帯域化への挑戦で

あった。1981年に日本電信電話公社（現 NTT）が、マルチモード光ファイバを用いて

世界で初めて伝送距離 2 kmの市外電話の光中継通信システムを導入した後、伝送速度、

伝送距離は飛躍的に拡大し、現在では 800 Gb/s（10 Gb/s×80波長の波長多重システム）

で約 400 kmの光ファイバ通信システムが実用に供されている。 

 一方、ユーザ宅と通信設備センタを１対１で結ぶアクセスネットワークへの光ファイ

バ通信の適用においては、光ファイバでなければ提供不可能な高速広帯域サービスか、

或いはメタル設備に比べ経済的な構築が可能であることが求められてきた。 

高速広帯域サービスについては、ビジネスユーザを対象に GI（グレーデッドインデ

ックス）型光ファイバを用いた映像伝送サービスの提供が 1982 年に開始され、1984

年には 150 Mb/s までの高速データ通信等を提供する高速専用線サービスが、1997 年

には、ATM 伝送方式（非同期式）により高速・広帯域通信ニーズに対する ATM 専用

サービスの提供が開始された。また、30 km以下の経済的な近距離デジタル専用サービ

ス、デジタルアクセス 1500等の専用線サービスが順次開始され、アクセスネットワー

クにおける光ファイバ通信の適用は、企業内通信ネットワークを中心に利用が広まった。 

経済性の観点からは、メタリック設備の経年劣化に伴う設備公開のタイミングに合わ

せ、電話、ISDN（Integrated Services Digital Network：デジタル総合サービス網）
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基本インタフェース、低速専用網等の低速狭帯域系サービスを多重して伝送する新光ア

クセスシステム（πシステム）が 1988年から導入され、通信設備センタから大規模集

合住宅・オフィスビルまでの地下設備区間の光化が進められた。なお同年、技術の進展

により経済化が図られた SM（シングルモード）型光ファイバが、アクセスネットワー

クにおいても導入されるようになった。 

更に 2001年には、上述のような社会背景の変化と光ファイバや局側インタフェース

を複数のユーザで共有することで経済化が可能な PON（Passive Optical Networ）シ

ステム等の技術の進展により、光加入者回線をアクセスラインとした定額制インターネ

ット向け高速サービス（Bフレッツ）の提供が開始された。このように日本では、2001

年に世界に先駆けて FTTH（Fiber To The Home）サービスを開始し、各家庭までの光

化を構築した。光アクセスシステムの高速化と経済化に向けた技術開発はその後も精力

的に進められ、その後 5年ほどの間に、1ユーザあたりのネットワークアクセス環境は

約 1,000 倍もの高速・広帯域化が進むことになった。このような FTTH への積極的な

取り組みにより、日本における FTTH 契約回線数は 2700 万加入を超え（2015 年 12

月末現在）[4]、日本はブロードバンド先進国になった。 
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1-1-2  PONシステムの原理 

 PONシステムは受動光ネットワーク（Passive Optical Network）システムの略で、

１台の局側装置と複数台のユーザ側装置とが受動（Passive）部品である光スプリッタ

と光ファイバからなる伝送路を介して接続された、ツリー構造を持つポイント・トゥ・

マルチポイント型光アクセスシステムの一形態である。日本ではNTTのフレッツ光や

KDDIの auひかり等のFTTHサービスにおける光アクセスシステムとして普及してい

る。欧米でも FTTHサービス提供時の主力システムとして商用導入が積極的に進めら

れ、世界的にユーザ数を拡大している。 

 PONシステムの基本構成を図 1- 1に示す。通信事業者のビルに置かれる装置を OLT

（Optical Line Terminal）と呼び、ユーザ宅に置かれる装置を ONU（Optical Network 

Unit）と呼ぶ。OLTに接続された１本の光ファイバは光スプリッタと接続される。光

スプリッタは１本の光ファイバを複数本の光ファイバに分岐し、分岐した個々の光ファ

イバはそれぞれ１台の ONUに接続される。PONシステムでは、OLTから ONUに向

かう信号を下り信号、ONUから OLTに向かう信号を上り信号と呼ぶ。下り信号と上

り信号はともにパケット或いはセルと呼ばれるかたまりを単位として伝送され、必要に

応じて PONシステム専用のオーバーヘッドが付加される。 

PONシステムは、OLTと光スプリッタ間の光ファイバや OLTそのものを複数のユ

ーザで共用するので、ユーザ１人当たりのコストが SS（Single Star）型光アクセスシ

ステムに比べて安くなるという利点がある。また伝送路が受動部品のみで構成されてい

るため保守運用が容易であり、光スプリッタの代わりに光スイッチやイーサネットスイ

ッチなどの能動（Active）デバイスを用いて同様のシステムを構成する場合に比べ、保

守運用コストを低減することができる。 

 

 

OLT（Optical line termination）：PONシステムの局側装置 

ONU（Optical network unite）：PONシステムのユーザ側装置 

図 1- 1 PONシステムの基本構成 

 

ユーザ装置

ユーザ装置

ユーザ装置

ONU

ONU

ONU

OLT 通信事業者
ネットワーク

PONシステム

光ファイバ

光スプリッタ

上り信号
下り信号
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1-1-3  PONシステムの標準化動向 

 光アクセスシステムの標準化は IEEE（The Institute of Electrical and Electronics 

Engineers ）、 お よ び ITU-T （ International Telecommunication Union 

Telecommunication standardization sector）によって進められている。図 1- 2に、IEEE

における Ethernetの標準化動向、および、IEEEと ITU-Tにおける PONシステムの

標準化動向を示す。Ethernetは LAN（Local area network）において最も普及してい

る伝送プロトコルであり、PONシステムに先行して標準化が進行している。PONシス

テムの国際標準仕様としては、ITU-T で G. 983 シリーズとして勧告化された B-PON

（ Broadband-PON ） と G. 984 シ リ ー ズ と し て 勧 告 化 さ れ た G-PON

（Gigabit-capable-PON）[5]、G. 987 シリーズとして勧告化された XG-PON（10 

Gigabit capable PON）[6]、及び、G. 989シリーズとして勧告化された NG-PON2（Next 

Generation-PON2）[7]がある。加えて、IEEEで 802.3ahとして標準化された GE-PON

（Gigabit Ethernet-PON）[8]、及び、802.3av として勧告化された 10G-EPON（10 

Gigabit-Etherner PON）[9]がある。 

図 1-2から分かるように、PONシステムの標準化は 1997年の B-PONシステムの標

準化に始まり、ビットレートの観点においては、Ethernet 標準化から約 7 年遅れて標

準化がなされている。日本国内においては、2001年に B-PONによる FTTHサービス

が商用導入され、続いて IEEE にて標準化された GE-PON が 2004 年に商用導入され

ている。現在、日本で導入されている PON システムの大部分は GE-PON となってい

る。海外においても、中国をはじめとしたアジア各国において、GE-PON システムの

導入が進められている。一方、北米およびヨーロッパ各国においては、ITU-Tにて標準

化された G-PONシステムの商用導入が積極的に進められている。表 1- 1に G-PONシ

ステム及び GE-PONシステムの標準化規格の概要を示す。 

G-PON システム及び GE-PON システムでは、OLT から ONU に向かう下り方向通

信において、時分割多重（TDM：Time Division Multiplexing）技術を用いている。

TDM は複数の ONU 向けの信号を、時間的に重ならないように多重化して伝送する技

術である。尚、下り信号は、同一の PONにつながる全ての ONUへ、同じ信号が光ス

プリッタで分岐されて転送される。そのため、各 ONUへは自分以外の ONU宛のデー

タも転送されるため、各 ONUにおいて自分宛のデータだけを抽出し、それ以外の ONU

宛のデータを廃棄する。一方で、ONU から OLT に向かう上り方向通信においては、

時分割多元接続（TDMA：Time Division Multiple Access）技術を用いている。上り信

号は、光スプリッタにより複数 ONU からの信号が合波されることになる。そこで、

ONUのデータ送信タイミングと送信量を制御することにより、伝送路上で衝突するこ

となく多重化されるようにしている。 

図 1- 3に GE-PONのレイヤ構造を示す。物理層では、光信号の送受信レベルや波形

などを規定している。従来の 1 Gb/s の伝送速度を持つギガビットイーサネットで標準
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とされていた1000BASE-Xファミリーとは別にGE-PONで特徴的なバースト信号の送

受信を考慮した 1000BASE-PX 規格が追加された。尚、下り信号は、全く同一のもの

が放送形式で全 ONUに到達するため、各 ONUは、受信したフレームが自分宛である

かどうかを判断し、受信フレームの取捨選択を行う必要がある。GE-PON ではこの判

断を LLID（Logical Link ID）という識別子を用いて行う。LLIDは、図 1- 4のように

イーサネットフレームのプリアンブル内に配置される。 

データリンク層のマルチポイントMAC（Media Access Control）においては、PON

特有の信号制御方式を記述している。上り信号は光スプリッタで合流するため、各 ONU

からの上り信号が合流時に衝突しないように制御する必要がある。GE-PONでは OLT

が司令塔の役割を務め、各 ONUに対して送信許可を通知することにより、各 ONUか

らの上り信号を時間的に分離して衝突を回避している。尚、IEEE 802.3ahでは各 ONU

への上り信号送信許可方法は規定されているが、各 ONUへの帯域の割当て方法につい

ては規定されていない。各 ONU への帯域割当を行う機能は動的帯域割当（DBA：

Dynamic Bandwidth Allocation）機能と呼ばれており、通信事業者が、サービスの内

容や事業者のポリシーに合わせて自由に実装できるようになっている。 

将来光アクセスシステムについては、伝送容量 10 Gbit/s級の PONシステムの標準

化が、2010年までに、IEEE及び ITU-Tでそれぞれ完了している。そして、最先端の

光アクセスシステムとして、2015 年に、10 Gbit/s 級の TDM-PONシステムをベース

に、波長多重（WDM：Wavelength Division Multiplexing）技術を導入して伝送容量

の拡大とサービス拡張性を強化した 40Gbit/s 級の PON の標準化が、ITU-T で完了し

た。表 1- 2に、伝送容量 10 Gbit/s級の次世代 PONシステムである 10G-EPONシス

テムと XG-PON システム、そして伝送容量 40 Gbit/s 級の PON システムである

NG-PON2の標準化規格の概要を示す。 

NG-PON2のシステムイメージを図 1- 5に示す。従来の PONシステムでは、主にマ

ス（一般）ユーザを収容することを想定していたが、NG-PON2では、マスユーザに加

えて、ビジネスユーザ及びモバイルユーザも同一の光アクセスシステムにより収容する

ことを想定する。NG-PON2の基本システムは、TDM技術に加えてWDM技術を用い

た TDM と WDM のハイブリッド PON（WDM/TDM-PON：Wavelength Division 

Multiplexing / Time Division Multiplexing-PON）システムであるが、モバイルなど厳

しい伝送遅延条件が要求されるサービスについてはオプションとして規定されている

Point-to-Point（PtP）型のWDM（PtP WDM）オーバレイの適用が期待される。また、

NG-PON2 においては、WDM 技術の導入に伴い、NG-PON2 では、波長毎に異なる

ONU を製造・管理する必要をなくすために、ONU の送信器及び受信器に波長可変機

能を持たせることを必須としている。NG-PON2は、１波長あたり上り 2.5 Gbit/s、下

り 10 Gbit/sの非対称構成、及び、上り下り共に 10 Gbit/sの対称構成に対して、上り
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下り信号にそれぞれ 4波長を割当てた 40 Gbit/s級の伝送容量を基本構成として標準化

された。 

 NG-PON2の波長配置は、図 1- 6のように規定されている。既存の PONシステムや

10 Gbit/s級 PONとの共存を図るため、NG-PON2向けの波長帯は、WDM/TDM-PON

用に上り 1524～1544 nm及び下り 1596～1603 nmが規定されている。NG-PON2の

TC（Transmission Convergence）層仕様である G.989.3は、ITU-Tで勧告化された

10 Gbit/s級 PONシステムの TC層仕様 G.987.3をベースに、波長の割当てプロトコル

を補完している。具体的には、波長 IDの規定法、ONU初期登録時の波長割当法、サ

ービス運用中の ONUの波長切替シーケンスなどが補完されている。このように、サー

ビス運用中の ONUの波長可変機能により割当波長を切り替えることで、NG-PON2シ

ステムの高機能化が期待される。 

 

 

図 1- 2  IEEEと ITU-Tにおける Ethernet及び PONシステムの標準化動向 
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図 1- 3 GE-PONのレイヤ構造 

 

 

図 1- 4 LLIDの収容位置 
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表 1- 1 G-PON システム及び GE-PONシステムの標準化規格の概要 

 

 

表 1- 2 次世代 PONシステムの標準化規格の概要 

 

システム名 GE-PON G-PON

標準化規格 IEEE 802.3ah ITU-T G.984

標準化完了時期 2004年9月 2004年9月

伝送
速度

上り 1.25 Gbit/s 2.5 Gbit/s

下り 1.25 Gbit/s 1.25/2.5 Gbit/s

使用
波長

上り 1260 - 1360 nm
1260 – 1360 nm
1290 – 1320 nm
1300 – 1320 nm

下り 1480 – 1500 nm 1480 – 1500 nm

波長
数

上り 1 1

下り 1 1

伝送距離 10/20 km 60 km

光線路損失
5 – 20 dB (PX10)
10 – 24 dB (PX20)

5 – 20 dB (Class A)
10 – 25 dB (Class B)
13 – 25 dB (Class B+)
15 – 30 dB (Class C)

収容ONU数 16 / 32 台 64 台以上

フレーム Ethernet ATM, GEM, GTC

システム名 10G-EPON XG-PON NG-PON2
(TWDM-PON)

標準化規格 IEEE 802.3av ITU-T G.987 ITU-T G.989

標準化完了時期 2009年10月 2010年6月 2015年7月

伝送
速度

上り 1.25/10.3125Gbit/s 2.5 Gbit/s 2.5/10 Gbit/s

下り 10.3125 Gbit/s 10 Gbit/s 10 Gbit/s

使用
波長

上り 1260 - 1280 nm 1260 – 1280 nm 1524 – 1544 nm

下り 1575 - 1580 nm 1575 – 1580 nm 1596 – 1603 nm

波長
数

上り 1 1 4 – 8

下り 1 1 4 – 8

伝送距離 10/20 km 60 km 40 km

光線路損失
5 – 20 dB (PR10)
10 – 24 dB (PR20)
15 – 29 dB (PR30)

29 dB (Nominal 1)
31 dB (Nominal 2)

29 dB (N1)
31 dB (N2)
33 dB (E1)
35 dB (E2) 

収容ONU数 32 台以上 64 台以上 32 – 64 台以上

フレーム Ethernet XGTC, XGEM XGTC, XGEM
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図 1- 5 NG-PON2のシステムイメージ 

 

 

図 1- 6 波長配置 
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1-1-4  一般的なアクセスネットワークアーキテクチャ 

 図 1- 7に、TDM-PONをベースとした一般的なアクセスネットワークアーキテクチ

ャを示す[10]。TDM-PONとしては、GE-PON、10G-EPON、G-PON、XG-PONの適

用が可能である。収容局内の複数台の OLT は、データリンク層でトラフィックを集線

するスイッチ（L2SW：Layer-2 SWitch）を介して、コア/メトロネットワークと接続

する。OLTと ONU間の接続は PON方式によって行われ、PON区間の信号は、PON

の標準化規格によって異なる符号化・多重化をされる。一方で、L2SW など、PON 区

間以外では、信号は、通信事業者内での転送に適した標準的なプロトコルで転送される。

今日、最も使われているプロトコルは、Ethernetである。 

 図 1- 8及び図 1- 9に、それぞれ、一般的な TDM-PONの OLT及び ONUの装置構

成を示す[11]。OLTと ONU内の PMD（Physical Medium Dependent）レイヤは、光

送受信器と波長合分波デバイスを示す。MAC（Medium Access Control）レイヤは、

ファイバを複数ユーザで共有するために、物理媒体を使用する権利をスケジューリング

する。PON システムでは、OLT の MAC 層がマスタであり、ONU の MAC 層がクラ

イアントである。OLTは、ONU個々の伝送開始時刻と終了時刻を指定する。 

 図 1- 8に示すように、OLTは複数のMACと PMDを備え、複数の PONシステムと

接続するとともに、内部に L2SWを備え、異なる PONシステム（ONU）とコア/メト

ロネットワーク間の相互接続やスイッチングを行う。OLT内のサービス適応層（Service 

Adaptation Layer）はコア/メトロの信号プロトコルへの（からの）翻訳を行う。OLT

からコア /メトロネットワークに繋がるインタフェースを SNI（Sevice Network 

Interface）と呼ぶ。図 1- 9に示すように、PON区間では、ONU MACと PMD を介し

て、ONUは OLTと接続する。ONU内のサービス適応層は、ユーザ装置の信号プロト

コルからの（への）翻訳を行う。ONUからユーザ端末に繋がるインタフェースをUNI

（user network interface）と呼ぶ。図中のサービスMUX/DEMUXは、異なるユーザ

端末の信号を多重分離する。一般的に、それぞれの UNI は、異なるサービス向けの異

なる信号フォーマットをサポートする。 

 ONUは、種類の異なる複数のサービス（電話、テレビ会議、映像配信サービス、大

容量データ通信、インターネット）を提供するために、一般的に、サービス品質クラス

毎に数種類のバッファを備えている。各バッファに溜まったデータ量に応じて、上り通

信許可を各 ONUへ割り当てる動的帯域帯域割当（DBA）により、上りのサービス優先

制御・ユーザ間帯域公平制御を行っている。 

 図 1- 7と図 1- 8に示すように、一般的なアクセスネットワークアーキテクチャでは、

OLT-コア/メトロネットワーク間の L2SW と、OLT 内の L2SW を用いた構成となって

いる。それぞれの L2SW では、複数の下位ネットワーク回線（リンク）から転送され

た上り信号を、単一の上位ネットワークリンクへ集線（多重）している。このときに、

L2SW内でユーザ毎のバッファ処理を行うことで、上りのサービス優先制御・ユーザ間
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公平制御を行うことができる。PON 区間では、複数の ONU から転送された上り信号

を、単一のファイバへ集線している。L2SWによる集線を電気段の集線、そして、PON

区間の光スプリッタを用いた集線を光段の集線と呼ぶ。このアクセスネットワークアー

キテクチャでは、電気段と光段の二段階の集線構成を用いることで、大規模ユーザのト

ラフィックを単一のリンクに集線し、通信装置数を削減できる。 

 

図 1- 7 TDM-PONをベースとした一般的なアクセスネットワークアーキテクチャ 

 

図 1- 8 一般的な TDM-PON OLTの装置構成 

 

図 1- 9 一般的な TDM-PON ONUの装置構成 
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1-2  本研究の意義及び目的 

1-2-1  将来アクセスネットワークの要求条件 

 1-1 で説明した研究背景に基づいて、高品質な FTTH サービスを継続的に提供して

いくために、将来のアクセスネットワークには以下のことが求められる。 

(I) 広帯域化 

映像系サービスの高精細化・多チャンネル化、大容量ファイル交換などのアプリケー

ションの登場により、ユーザ当たりのアップロードトラフィック、及び、ダウンロード

トラフィックの年次増加率は、それぞれ、9 %、及び、22 %であり[12]、光アクセス回

線の益々の広帯域化が求められる。 

 

(II) 省電力化 

環境意識の高まりから、CO2 排出量削減が世界的に求められている。NTTグループ

は 2020 年度の CO2排出量を 2008 年度比で 15 %以上削減することを目指しており、

その主な削減対象は電力である[13]。特にアクセスシステムの消費電力はネットワーク

全体で消費する電力の約 81 %を占めると試算されている[14]。例えば、GE-PONシス

テムと L2SW を用いるアクセスシステムの各装置の消費電力は、ONU、OLT、及び

L2SWで、それぞれ約 74 %、約 9 %、及び約 17 %を占める[14]。このうち、ONUの

消費電力は、スリープ技術の適用による間欠動作により、大幅な削減が可能である[15]。

一方で、OLTと L2SWにより構成される集線部分は複数ユーザで共用しているため間

欠動作が難しく、スリープ技術の適用による省電力化が困難である。従って、集線部分

の省電力化がアクセスシステムの省電力化の鍵である。 

 

(III) 高信頼化 

設備投資費や運営費削減のために、マスユーザに加えて、ビジネスユーザ及びモバイ

ルユーザも同一の光アクセスシステムにより収容することが将来的に想定され、アクセ

スネットワークには社会的インフラとしての高い信頼性が求められる。 

 

(IV) ユーザ間公平性の向上 

 特定の少数ユーザの送受信データが総トラヒックの大部分を占める状況が顕著にな

っており、2010年にはユーザあたりのトラヒック量上位 10 %のヘビーユーザが、上り

総トラヒックの 96 %、下り総トラヒックの 78 %を占めている[16]。その結果、他ユー

ザの帯域が圧迫され、サービス品質が低下するケースが生じている。これに対し、イン

ターネットサービスプロバイダの約 4 割が特定ユーザの帯域制限を行っており、2011 

年より一部通信キャリアが総量規制方式による上り通信の帯域制限を開始した。今後、

アクセスシステムにおいても、ユーザ要求量の多様化に対して、ユーザ間公平性の確保

が求められる。  
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1-2-2  アクセスネットワークにおける課題 

 前述の要求を受けて、将来のアクセスネットワークの課題を述べる。 

 

(I),(II) 広帯域化と省電力化について 

 既存のGE-PONシステムに対してさらに帯域をアップグレードした 10G級 PON

システム及び 40G級 PONシステムの標準化は、2010年及び 2015年に完了してい

る。続いて、IEEE P802.3ca において、2015年 5 月より 100G-EPON と名付けら

れた 25 Gbps、50 Gbps、100 Gbps級 PONの標準化に向けた議論が進められてい

る[17]。このように、広帯域な PON システムの標準化が進められており、PON 区

間の広帯域化に対応可能なように、集線用 L2SWの広帯域化が求められる。 

 一方で、L2SWを用いた集線では、ユーザ毎のバッファ処理により QoSを保証し

ているため、大規模な演算が必要となる。演算速度を増加させるためには、CPU

（Central Processing Unit）性能の増大、もしくは、同性能の CPU の使用数を増

やすことが求められるため、消費電力の増大が予想される。そこで、今後予想され

る PON区間の広帯域化に対して、L2SWに必要なバッファ処理における消費電力が

益々増大することが予想される。このように、一般的な PON システムと L2SW を

用いた 2 段階の集線構成によるアクセスネットワークアーキテクチャでは、特に

L2SW の省電力化が難しいため、広帯域化と省電力化を同時に達成することが難し

い。 

 

(III),(IV) 高信頼化とユーザ間公平性の向上について 

 2台のスイッチ間で並行して張られた複数のリンク（回線）を統合し、論理的に 1

本のリンクのように取り扱うリンクアグリゲーションを用いることで、冗長化（故

障に対するバックアップ）のメカニズムとして使用することができる。すなわち、2

台のスイッチを接続する際に、冗長化のために 2 本のリンクを設定し、普段はリン

クアグリゲーションによって、2倍の帯域を持った 1本の仮想的なビッグパイプ（大

容量の回線）として活用し、どちらかのリンクに障害が発生した時は、リンクアグ

リゲーションを解除して、通常の帯域を持った 1 本のリンクとして接続を維持する

ことが可能である。一般的な TDM-PON と L2SW を用いた 2 段階の集線構成によ

るアクセスネットワークアーキテクチャでは、このリンクアグリゲーションを用い

ることで、集線ユーザ数の大きな L2SW間及び、L2SWとコア/メトロネットワーク

内のエッジルータ間で冗長構成を実現している。しかし、OLT と ONU 間の経路は

単一の固定経路であり、PON区間は経路を変更することができず、冗長構成とする

ことができない。 

更に、OLTと ONU間の経路は単一の固定経路であり、PON区間は経路を変更す

ることができないため、OLT 毎に収容するユーザ数の違いや、収容ユーザのトラフ
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ィック要求量の違いによって、複数の OLT間のトラフィック要求、及び、輻輳状態

に差が生じる。このように、複数の OLT間の輻輳状態に差が生じている場合、混雑

している OLTにおいて、スループット、遅延、及び、フレームロス等のサービス品

質が劣化するという課題が生じる。そこで、複数 OLT間で帯域公平性が保証されて

いない現状のアーキテクチャでは、ユーザ要求量の多様化に伴って、複数 OLT間で

サービス品質の差が拡大し、異なる OLTに収容される ONU間でのサービス品質の

不公平が顕在化するといった課題が生じる。 
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1-2-3  本研究の目的 

 1-1-4 において、一般的なアクセスネットワークアーキテクチャでは、TDM-PONと

L2SW を用いた 2 段階の集線構成により、FTTH サービスの経済化を実現しているこ

とを説明した。このようなネットワークでは、上り通信は、同一 PON内での各ユーザ

への動的帯域割り当て（DBA）と L2SW 内でのユーザ毎のバッファ処理により、2 段

階でサービス優先制御・ユーザ間帯域公平制御を行うことで、サービス品質を保証する

ことができる。続いて、1-2-2 において、PON 区間の広帯域化に対して、L2SW 内の

バッファ処理における大規模演算での消費電力増大が課題となること、加えて、上り通

信・下り通信ともにユーザ毎にアクセスネットワーク内経路は単一の固定経路であり、

今後のサービスの広帯域化・多様化を考えると、信頼性や複数 OLT 間でのユーザ間帯

域公平性が課題となることを示した。 

 本研究では、前述の課題に対し、以下の特徴を有するフォトニックアグリゲーション

による高速光アクセスネットワークを検討する。 

 

・L2SW を用いた集線を不要化し、L2SW 内のユーザ毎のバッファ処理を不要化する

ことで、集線機能の広帯域化と省電力化の両立を実現 

従来アーキテクチャにおいて L2SWで行っていた集線を、光区間に移行する。従来、

L2SW 内のユーザ毎のバッファ処理により実現していたサービス優先制御・ユーザ

間帯域制御は、光区間において DBAにて実現する。 

・PON 区間において、ユーザ単位での経路切替を実現することで、高信頼化とユーザ

間公平性を実現 

従来アーキテクチャでは単一であったユーザ毎経路を、複数経路から動的に選択で

きるようなしくみを導入する。更に、PON区間にWDM技術を採用して、経路と波

長がユーザ毎に１対１に対応した光集線ノードを光区間に組み込み、ユーザ毎に波

長を変更することで、経路変更を可能とする。 

 

更に、フォトニックアグリゲーションによる高速光アクセスネットワークを実現する

ための以下の 3つの主要技術について、後の第 3章から第 5章でそれぞれ検討を行う。 

 

・光集線ノード構成技術 

フォトニックアグリゲーションによる高速光アクセスネットワークにおいて、集線

機能（光集線と光スイッチング）を実現可能、且つ、省電力効果が最大となる光集

線ノード（PA: Photonic aggregator）の構成を提案する。 

・動的負荷分散技術 

少ない波長切替回数で、複数の OLT間のトラフィック負荷を分散する動的負荷分散

技術を提案する。 
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・高速波長切替技術 

波長可変型WDM/TDM-PONにおいて、フレームロスなしの経路切替を実現する高

速波長切替手順を提案する。 
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1-3  本論文の構成 

 本論文は、全 6章から構成される。本論文の構成を図 1- 10に示す。第 1章では、本

研究の背景及び狙いを明らかにし、本研究の意義および目的を示した。第 2章では、ア

クセスネットワークにおけるトラフィック予測手法を提案し、将来のトラフィック要求

を明確化した上で、第 1章で述べた課題を解決するアクセスネットワークアーキテクチ

ャを検討する。そして、第 3~5 章では、第 2 章で検討したアクセスネットワークアー

キテクチャである、フォトニックアグリゲーションアーキテクチャを実現するための要

素技術について検討する。第 3章では、集線構成を低消費電力で実現可能な光集線ノー

ドの構成を提案し、省電力効果を理論計算により示す。第 4章では、少ない波長切替回

数で複数の集線リンク間のトラフィック負荷を分散する動的負荷分散技術を提案し、提

案手法を用いた場合の負荷の均一性、切替頻度、平均遅延を実験により評価する。第 5

章では、短い波長切替時間で、フレームロスなしの経路切り替えを実現する高速波長切

替手順を提案し、切替時間を実験により評価する。最後に、第 6章で、本論文の結論を

述べる。 

 

 

図 1- 10 本論文の構成 

  

3章 光集線ノード構成技術

4章 動的負荷分散技術

5章 高速波長切替技術

6章 結論

2章 将来アクセスネットワーク
アーキテクチャ

1章 序章
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第2章  将来アクセスネットワークアーキテクチャの検討 

2-1  はじめに 

 1-2-1 では、将来光ネットワークの要求条件として、(I) 広帯域化、(II) 省電力化、

(III) 高信頼化、(IV) ユーザ間公平性の向上を挙げた。そして、1-2-2 において、PON

区間の広帯域化に対して、L2SW内のバッファ処理における大規模演算での消費電力増

大が課題となること、加えて、上り通信・下り通信ともにユーザ毎に PON区間の経路

は固定であり、今後のマルチサービス化・ユーザ要求量の多様化を考えると、信頼性や

複数 OLT間でのユーザ間帯域公平性が課題となることを示した。 

本章では、まず初めに、上記(I)~(IV)の４つの要求条件を満たす将来ネットワークア

ーキテクチャを検討する。ネットワークアーキテクチャの検討は、まず設計指針を述べ、

その後、設計指針を満たす構成を網羅的に考察し、最適構成を抽出する。 

続いて、統計情報からアクセスネットワークの集線リンクのトラフィックを予測する

トラフィック予測手法を提案し、将来のトラフィック要求を明らかにする。そして、予

測トラフィック量において、提案するフォトニックアグリゲーションによる高速光アク

セスネットワークを構成した場合の一例を示す。 

本章の構成は以下の通りである。まず 2-2 にて、将来アクセスネットワークアーキ

テクチャの設計指針を述べ、そして設計指針を満たすアーキテクチャの候補を網羅的に

述べた後で、要求を満たすアクセスネットワークアーキテクチャを決定する。次に、2-3 

にて、統計情報からアクセスネットワークの集線リンクの時間平均トラフィックを予測

するトラフィック予測手法を提案し、将来のトラフィック要求量とユーザ要求量のばら

つきを明確化する。続いて、2-4 にて、予測したトラフィック要求量に基づいて、フォ

トニックアグリゲーションによる高速光アクセスネットワークを構成した場合の構成

例について議論する。最後に 2-5 を本章のまとめとする。 
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2-2  将来アクセスネットワークアーキテクチャの検討 

2-2-1  設計指針 

 本項では、1-2-3 で述べた、以下の特徴を有する将来アクセスネットワークアーキテ

クチャを検討する。 

 

(i) L2SWを用いた集線を不要化し、L2SW内のユーザ毎のバッファ処理を不要化する

ことで、集線機能の広帯域化と省電力化の両立を実現 

(ii) PON区間において、ユーザ単位での経路切替を実現することで、高信頼化とユーザ

間公平性を実現 

  

上記のそれぞれの特徴に対して、将来アクセスネットワークアーキテクチャの設計指針

を以下のように設定する。 

 

(i)  L2SWを用いた集線を不要化し、L2SW内のユーザ毎のバッファ処理を不要化 

L2SW内のユーザ毎のバッファ処理を不要化し、サービス優先制御・ユーザ間帯域公

平制御を DBA のみで実現することで、 L2SW内のユーザ毎のバッファ処理を不要化

し、消費電力を削減することができる。これを実現する構成として、以下の 3通りのア

プローチが考えられる。ここで、メトロ/コアネットワークからの入力ポート数は、現

状のアクセスネットワークアーキテクチャから変更しないと仮定する。 

(i-1) 光集線：PONの分岐数を拡大することで電気集線を不要化する。 

(i-2) 電気集線：光区間の接続をポイント・トゥ・ポイントとし、 各光回線の帯域

を管理する DBA を設ける。サービス優先制御・ユーザ間公平制御は前記の DBA

にて実行するため、L2SWでの集線は、サービス優先制御・ユーザ公平制御用のユ

ーザ毎のバッファ処理を不要化する。光区間は ONU と OLT を 1 対 1 接続し

たシングルスター構成または WDM技術などを適用した帯域占有型 PON 構成で

もよい。  

(i-3) 光・電気多段集線：各 OLT の DBA 機能を管理する上位 DBA を設け、これ

らを連携させる。 

 

(ii) PON区間において、ユーザ単位での経路切替を実現 

アクセスネットワーク内のユーザ毎の経路切替を実現するために、以下の 2 通りの

アプローチが考えられる。  

(ii-1) 光スイッチング：TDM-PON に WDM 技術を採用して波長と経路を１対１に

対応させ、ユーザ毎に割当波長を選択することで、PON 区間の経路切替を可能と

する（光スイッチング）ようなアーキテクチャを提案する。このアーキテクチャを

実現するために、複数の入出力ポートを有し、ユーザ毎に割り当てた波長に応じて
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入出力経路が決まる光スイッチ構成を ONU-OLT 間に組み込む。波長の割り当て

はユーザ単位で可変とする。  

(ii-2) 電気スイッチング：複数の入出力ポートを有し、ユーザ VLAN （Virtual Local 

Area Network）タグに応じた入出力関係を定める入出力テーブルによりデータ振

り分けを行う電気マトリックススイッチをOLT-コア/メトロネットワーク間に組み

込む。入出力テーブルは可変とする。尚、電気マトリックススイッチは、スイッチ

ングを行うだけであり、集線は行わないため、サービス優先制御・ユーザ公平制御

用のユーザ毎のバッファ処理は不要である。 
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2-2-2  アーキテクチャの候補 

 まず初めに、図 2-1に従来のアクセスネットワークアーキテクチャを示す。尚、OLT

内の単一の PMDとMACの組を光加入者ユニット OSU（Optical Subscriber Unit）

と定義する。従来の一般的な構成では、PON 区間において光スプリッタを用いた光段

の集線と、PONの上位で L2SWを用いた電気段の集線の二段階の集線構成とすること

で、経済化を達成している。しかし、将来的に PON 区間が高速化した際には、L2SW

内の制御部（C）にて高速なバッファ処理が必要となり、L2SWの消費電力が増大する。

加えて、現状のアーキテクチャでは、ONU と集線リンクの対応は１対１であるため、

ONU の接続するリンクを変更し、複数 OSU 間の負荷を分散することができない。そ

して、その結果、混雑リンクで輻輳が生じ、混雑リンクに属する ONUにおいて、フレ

ームロスや遅延が生じ、サービス品質が低下する。 

 
図 2-1 従来のアクセスネットワークアーキテクチャ 

 

 2-2-1 の設計指針(i-1)～(i-3)と(ii-1),(ii-2)を組み合わせた 6 通りの将来アクセスネッ

トワークアーキテクチャ候補を図 2-2に示す。図中の DBA制御部は、各 ONUに上り

信号の送信許可を与えることで、サービス優先制御とユーザ間公平制御を実現する。

DBAがOSU内のMACのみに備わっているアーキテクチャである図 2-2 (a)と(b)では、

単一の OSUに接続する複数 ONUの上り信号は、優先・公平制御され、衝突しないよ

うに送信制御される。次に、DBA が OSU 外のみに備わっているアーキテクチャであ

る図 2-2 (c)と(d)では、単一の集線リンクに接続する複数 ONUの上り信号は、優先・

公平制御され、衝突しないように送信制御される。最後に、DBAが OSU内のMACと

OSU外の両方に備わっているアーキテクチャである図 2-2 (e)と(f)では、単一の集線リ

ンクに接続する複数 OSUの上り信号は、優先・公平制御され、衝突しないように送信

制御されており、更に、単一の OSUに接続する複数 ONUの上り信号は、優先・公平
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制御され、衝突しないように送信制御されており、二段階の送信制御となる。 

 

(a) 

 

 

(b)  
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(c)  

 

 

(d)  

 

MACPMD

OSU

MACPMD

OSU
コア/メトロ

ネットワーク

MACPMD

OSU

MAC PMD

ONU

MAC PMD

ONU

MACPMD

OSU

MAC PMD

ONU

MAC PMD

ONU

光
スイッチング

光
ノ

ー
ド

DBA

MACPMD

OSU

MACPMD

OSU
コア/メトロ

ネットワーク

MACPMD

OSU

MAC PMD

ONU

MAC PMD

ONU

MACPMD

OSU

MAC PMD

ONU

MAC PMD

ONU

電気
スイッチング

L2
SW

DBA



25 

 

 

(e)  

 

 

(f) 

図 2-2 将来アクセスネットワークアーキテクチャの候補 

(a) 光集線＋光スイッチング,  (b) 光集線＋電気スイッチング, 

(c) 電気集線＋光スイッチング,  (d) 電気集線＋電気スイッチング, 

(e) 光・電気多段集線＋光スイッチング,  (f) 光・電気多段集線＋電気スイッチング 

  

MACPMD

MACPMD

OSU

OSU

MAC PMD

ONU

MAC PMD

ONU

MACPMD

MACPMD

OSU

OSU

MAC PMD

ONU

MAC PMD

ONU

コア/メトロ
ネットワーク

光スイッチング

光
ノ

ー
ド

DBA

DBA

DBA

DBA

DBA

MACPMD

MACPMD

OSU

OSU

MAC PMD

ONU

MAC PMD

ONU

MACPMD

MACPMD

OSU

OSU

MAC PMD

ONU

MAC PMD

ONU

コア/メトロ
ネットワーク

電気
スイッチング

L2
SW

DBA

DBA

DBA

DBA

DBA



26 

 

2-2-3  要求を満たすアクセスネットワークアーキテクチャ 

 図 2-2 の各構成について考察する。局内装置における消費電力・コストの支配要因

は OSU数であるとした。また、電気・光スイッチおよび DBA回路の故障については

考慮しなかった。 

 

・省電力性：OSU数は、光集線で最少、電気集線で最大となる。よって、(a,b),(e,f),(c,d)

の順で低消費電力であり、優位であるとした。  

・信頼性：光スイッチングの構成では、 ONU と OSU 間での経路が切り替わるため

OSUの故障に対応可能である。電気スイッチングの構成では、ONUでの終端後に経路

を切り替えるため、OSUの故障に対応可能できない。よって、(a,c,e), (b,d,f)の順で優位

であるとした。 

・ユーザ間公平性：電気スイッチング(a,c,e)および電気集線＋電気スイッチング(d)の構

成では、ユーザ毎に独立してエッジルータへの接続経路を変更できる。PON とシステ

ムと電気スイッチングを用いる(b,f)の構成では、PON 毎にエッジルータへの接続経路

を変更する。(f)では上位 DBAにより PON毎の総帯域が可変であるが、(b)では各 PON

の総帯域は固定である。よって、(a,c,d,e), (f), (b)の順でユーザ間公平性が高いとした。  

・経済性：OSU数は、光集線で最少、電気集線で最大となる。よって、(a,b), (e,f), (c,d)

の順で低コストであり、優位であるとした。 

 

表 2-1 上り構成の比較検討 

 

  

表 2-1 に示す比較結果より、本研究では、フォトニックアグリゲーションによる高

速光アクセスネットワークとして、(a)光集線+光スイッチングの構成について検討を行

う。 

  

(b)

(a)

(e)

(f)

省電力性 信頼性 経済性

○

○

△

△

○

○

△

△

(c)

(d) ×

×

×

×

ユーザ間
公平性

○

×

○

△

○

○

×

○

○

×

×

○
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2-3   将来トラフィック要求の予測 

2-3-1  従来のトラフィック予測手法 

 2-2-3 で決定した、(a)光集線+光スイッチングを用いたフォトニックアグリゲーショ

ンによる高速光アクセスネットワークアーキテクチャの詳細構成を検討する際には、将

来に向けて、正確にネットワーク要求を把握し、そして最適なシステムの拡張投資をす

る必要がある。トラフィック要求を満たさない容量のネットワークを構築した場合は、

ネットワーク性能は不十分であり、加入者を満足させることができないだろう。一方で、

トラフィック要求を超える過剰なネットワークを構築した場合は、他にもっと有効活用

できるであろう資本を無駄使いしてしまうことになる。従って、将来アクセスネットワ

ークにおけるトラフィック要求を正確に予測することが重要である。 

 トラフィック予測手法については、これまでに、複数の研究が行われている。

“Nielsens’ Law of Internet Bandwidth” [1]では、ハイエンドユーザのインターネット

の接続速度は年率 50 %で増加すると予測している。また、他の情報源である、Annual 

Cisco Visual Networking Index [2]では、インターネットトラフィックを世界的に予測

しており、予測結果はトラフィックの成長率を調べるのに役立つが、例えば、アジア太

平洋や北アメリカといった広域な地域毎のトラフィック予測をターゲットとしており、

ユーザ単位やアクセスネットワーク単位のトラフィック予測はターゲットとしていな

い。一方で、インターネット TVと有料 TVのビデオトラフィックの両方を含むトラフ

ィック要求を予測するモデルが提案されている[3, 4]。このモデルは、トラフィック要

求が平均的な場合と過度な場合を予想しており、そして、トラフィック要求が過度な場

合は、家毎に同時に視聴するストリーム数が大きいと仮定している。しかしながら、こ

のモデルのターゲットはビデオトラフィックに限定されている。他方、ネットワーク内

のユーザのインターネット使用頻度を考慮して、アクセスネットワークのトラフィック

要求を予測する手法が提案されている[5, 6]。このモデルでは、要求帯域とアクティブ

ユーザ数から、システム帯域に対する利用可能帯域の割合を予測している。しかしなが

ら、実際の集線リンクのトラフィック要求量は予測していない。従って、今まで、アク

セスネットワークにおいて、集線リンクのトラフィック要求量の予測を行った研究はま

だない。 

そこで、本節では、統計情報からアクセスネットワークの集線リンクのトラフィック

を予測するトラフィック予測手法を提案し、将来のトラフィック要求とユーザ要求量の

ばらつきを明確化する。 
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2-3-2  ユーザ毎の平均トラフィックの統計値 

図 2-3は、レジデンシャルユーザトラフィックの傾向を示す。図 2-3 (a)の左軸、及

び、右軸は、それぞれ、日本におけるユーザ毎の平均トラフィック量と、FTTHユーザ

数を示す[7, 8]。ユーザ毎の平均トラフィックレートはブロードバンドサービスの総ト

ラフィックレートを、ブロードバンドサービスの契約ユーザ数で割って算出した値であ

る。ブロードバンドサービスの総トラフィックレートは、インターネットTV、有料TV、

ビデオトラフィック、そして、インターネットトラフィックを含む。 

 図 2-3 (a)より、2015年のユーザ毎平均トラフィックは、上り、及び、下りで、それ

ぞれ 33 kbps、及び、118 kbps であった。この場合、32ユーザの集線リンクは、上り、

及び、下りで、それぞれ、1.1 Mbps、及び、3.8 Mbpsである。また、2005年から 2015

年の、上り、及び、下りの平均トラフィックは、それぞれ、年率 9 %、及び、年率 22 %

増加している。このように平均トラフィックは増加し続けているのにも関わらず、

FTTHサービスの契約者数は頭打ちである。現状、FTTHサービス契約者数は 2400万

であり、これは、日本の全戸数の約半分に相当する。 

 図 2-3 (b)は、2015年のユーザ毎の 1日の使用トラフィック量の累積分布のフィッテ

ィング値を示す。参考文献[9]の累積分布は、参考文献[10]と同様の方法で測定されてい

る。黒線、及び、赤線は、それぞれ、上り、及び、下りのフィッティング値を示す。我々

は、参考文献[9]で測定されたユーザ毎の 1 日の使用トラフィック量の累積分布を、ロ

ングテール性とフラクタル性を持つ指数分布である F(x)を用いてフィッティングした。

F(x)は、下記の式で示す。式(2－1)の単位は bytes/dayである。 

  dbx

xcxadxxfxF 1)()(   
      (2－1) 

x は、ユーザ毎の１日の使用トラフィック量を示す。パラメータ a、b、c、及び、dは、

測定値とフィッティング値の二乗誤差が最も小さくなるように算出した。アップロード

に関しては、a、b、c、及び、dは、それぞれ、2.68×10-10、3.02、4.85×10-8、及び、-0.79

であった。ダウンロードに関しては、a、b、c、及び、dは、それぞれ、8.92×10-12、0.38、

7.87×10-10、及び、-1.73 であった。加えて、2015 年におけるユーザ毎の平均トラフィ

ックは、アップロードで 33 kbps、ダウンロードで 118 kbpsであるために、ユーザ毎

の 1日の累計トラフィックは、アップロードで 3.5×108 byte、ダウンロードで 1.3×109 

byteである。アップロードとダウンロードの両方において、平均トラフィックの 1000

倍以上のトラフィックを発生させるヘビーユーザが、1万分の 1の割合で存在すること

も確認できる。つまり、ユーザ毎の 1日のトラフィック量は、ユーザ毎の使い方に従っ

て大きく異なると言える。 

 図 2-3 (a)と図 2-3 (b)の両方から、FTTHサービス契約者数の増加は頭打ちであるも

のの、総トラフィック量の著しい増加と、ユーザ要求帯域の多様化が起きている。従っ

て、ネットワークオペレータは、将来に向けた適切な拡張投資を行うために、トラフィ



29 

 

ック要求の増加量と多様性を絶えず予測し続けなければならない。 

 

 

  

 

(a) 

 

(b) 

図 2-3 日本におけるレジデンシャルユーザトラフィックの動向 

(a) ユーザ毎のトラフィックの推移とブロードバンドサービス加入者数， 

(b) 2015年におけるユーザ毎の１日のトラフィック量の累積分布 
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2-3-3  アクセスネットワークアーキテクチャのモデル化 

TDM-PONをベースとした一般的なアクセスネットワークアーキテクチャにおいて、

各装置の集線比を図 2-4 に示すように定義する。つまり、収容局外スプリッタの集線

比を P1、収容局内スプリッタの集線比を P2、L2SWの集線比を Q、コアネットワーク

に位置するエッジルータの入出力ポート数を K とする。このように、収容局とユーザ

宅をつなぐ光ファイバや収容局内装置を複数のユーザで共有することで、FTTHサービ

スの経済性は実現されている。また、L2SW-エッジルータ間は、1リンクに多重される

ユーザ数が多いため、リンクを冗長化して信頼性を確保する。 

 

 

図 2-4 TDM-PONをベースとした一般的なアクセスネットワークアーキテクチャにおける

各装置の集線比 
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2-3-4   集線リンクにおける時間平均トラフィックの予測 

 まず初めに、集線リンクにおける時間平均トラフィックを予測するために、以下の手

順を提案する。時間平均トラフィックは、集線ユーザ数と、ユーザ毎の 1日のトラフィ

ック量のばらつきから算出する。 

 

手順 1-1：ユーザ毎の 1日の使用トラフィック量の分散値である𝜎𝑈
2を、測定値に基づい

て算出する。 

手順 1-2：nユーザを集線したリンク毎の 1日の使用トラフィック量の分散値である𝜎𝐿
2

を、中心極限定理を用いて算出する。 

手順 1-3：手順 1-2で導出した分散値を用いて、混雑リンクの時間平均トラフィックを

算出する。 

 

 手順 1-1において、ユーザ毎の 1日の使用トラフィック量の分散値である𝜎𝑈
2を算出す

る。確率密度関数 f(x)は、式(2－1)で示した F(x)を微分することで算出できる。f(x)は、

連続した確率分布であるため、𝜎𝑈
2は式(2－2)より算出できる。 





 dxxfxxU )()( 22       (2－2) 

x はユーザ毎の 1 日の使用トラフィック量の平均値である。2015 年の日本における、

上り、及び、下りの𝑥̅の値は、それぞれ、33· (60· 60· 24 / 8) kbyte/day、及び、118· (60· 

60· 24 / 8) kbyte/day である。このとき、上り、及び、下りの𝜎𝑈
2の値は、それぞれ、

2.25×1019 (bytes/day)2、及び、4.81×1019 (bytes/day)2となる。 

 手順 1-2において、1リンク毎の 1日の使用トラフィック量の分散値である𝜎𝐿
2を算出

する。𝜎𝐿
2は、手順 1-1で算出した𝜎𝑈

2と、中心極限定理を用いて算出することができる。

中心極限定理とは、x1, x2,···, xnが平均値 μで、分散値 σ2である分布から n個をランダ

ムに選択した集合とした場合に、n が十分大きな値である場合は、𝑥̅は、平均値 μ、分

散値 σ2/n にほぼ等しくなるという定理である。従って、𝜎𝐿
2は式(2－3)で表すことがで

きる。 

nUL /22         (2－3) 

手順1-3において、混雑リンクの時間平均トラフィックを予測する。混雑リンクの時

間平均トラフィックをXSとすると、XSは式(2－4)で表される。尚、単位はbytes/dayで

ある。 

n
n

ZxnZxX U
LS  )()(


       (2－4) 

x は、ユーザ毎の１日の合計トラフィックの平均値である。Z は、集合の上位に位置
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する確率変数である。n は、1 本のリンクに集線されるユーザ数である。ユーザ毎の 1

日の合計トラフィックの平均値を α·𝑥̅とすると、標準偏差は平均値に比例するため、ユ

ーザ毎の 1日の合計トラフィックの分散値は𝛼2 ∙ 𝜎𝑈となる。次に、リンク毎の時間平均

トラフィックの 95パーセンタイル値と 99.5パーセンタイル値を算出する。時間平均ト

ラフィックの 95パーセンタイル値とは、全リンクの内の 95 %のリンクのトラフィック

要求は、前述の 95 パーセンタイル値のトラフィック要求以下であり、且つ、全リンク

の内の 5 %のリンクのトラフィック要求は、前述の 95パーセンタイル値のトラフィッ

ク要求以上であることを示す。さらに、時間平均トラフィックの 99.5 パーセンタイル

値とは、全リンクの内の 99.5%のリンクのトラフィック要求は、前述の 99.5 パーセン

タイル値のトラフィック要求以下であり、且つ、全リンクの内の 0.5%のリンクのトラ

フィック要求は、前述の 99.5 パーセンタイル値のトラフィック要求以上であることを

示す。95パーセンタイル値、及び、99.5パーセンタイル値は、式(2－4)中の Zが、1.65、

及び、2.58に相当する。 

 続いて、図 2-5は、時間平均トラフィックの予測結果を示している。図 2-5 (a)は、

ユーザ毎の平均トラフィックを示す。図 2-5 (a)より、1ユーザの平均トラフィックは、

上り、及び、下りで、それぞれ、年率 9 %、及び、年率 22 %増加している。従って、

１ユーザの平均トラフィックは、2030年に、上り、及び、下りで、それぞれ、109 kbps、

及び、2.5 Mbpsとなる。 

図 2-5 (b)、及び、図 2-5 (c)は、それぞれ、上りリンク、及び、下りリンクの時間平

均トラフィックの予測結果を示している。これらは、式(2－4)に基づいて単位bytes/day

で算出し、さらに、トラフィックが時間変動しないと仮定して、単位をbits/secに変換

した。一例として、1リンクあたりの集線ユーザ数を32、または、512とした。図 2-4

において、P1×P2、及びQが、それぞれ、32、及び、16の場合、32ユーザの時間平均

トラフィックはOSU毎のトラフィックを示し。512ユーザの時間平均トラフィックは

L2SW毎のトラフィックを示す。 

 図 2-5 (b)の 2030年の予測結果より、512ユーザの上り時間平均トラフィックの 99.5

パーセンタイル値は 154 Mbps であった。更に、32 ユーザ、及び、512 ユーザ集線リ

ンクの上り時間平均トラフィックの 99.5パーセンタイル値は、それぞれ、平均値の 8.07

倍、及び、2.77 倍であった。一方で、図 2-5 (c)の 2030 年の予測結果より、512 ユー

ザの下り時間平均トラフィックの99.5パーセンタイル値は2.04 Gbpsであった。更に、

32ユーザ、及び、512ユーザ集線リンクの下り時間平均トラフィックの 99.5パーセン

タイル値は、それぞれ、平均値の 3.48 倍、及び、1.62 倍であった。図 2-5 (b)と(c)よ

り、99.5 パーセンタイルリンク、及び、平均リンクのトラフィック比は、年度が変わ

っても変化しなかった。さらに、1リンクの集線ユーザ数が増えるに従って、統計多重

効果が働くため、512ユーザ集線リンクのほうが、32ユーザ集線リンクに比べて、99.5

パーセンタイルリンクと平均リンクのトラフィック要求の比率は小さくなった。 
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これ以降、99.5 パーセンタイルリンクを混雑リンクと定義する。測定値から予測し

たユーザ要求の分布を考慮すると、512ユーザを集線する混雑リンクの時間平均トラフ

ィックは、平均リンクのトラフィック要求に比べて最大 2.77 倍大きくなった。この結

果より、複数の集線リンク間で負荷を分散する機能をシステムに搭載し、混雑リンクを

緩和する動的負荷分散制御をアクセスネットワークに適用することで、リンク毎の時間

平均トラフィックのばらつきを考慮し、混雑リンクにおいても、十分なサービス品質を

保証してユーザを満足させることができる。仮に、トラフィック負荷を完全に分散でき

たとすると、ネットワークオペレータは、平均リンクのトラフィック要求と等しい総帯

域となるアクセスシステムを構築すればよく、必要なシステム総帯域を削減することが

できる。 
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(c) 

図 2-5 時間平均トラフィックの予測結果 

(a) ユーザ毎の平均トラフィック，(b) リンク毎の上り時間平均トラフ

ィック，(c) リンク毎の下り時間平均トラフィック 
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2-4  予測トラフィック要求量における高速光アクセスネットワーク構成 

2-3-4 に示した集線リンクにおける時間平均トラフィックの予測より、512ユーザを

集線するリンクの 2030年の混雑リンクにおけるトラフィック要求は、上り及び下りで、

それぞれ、154 Mbps及び 2.04 Gbpsであった。また、512ユーザを集線するリンクの

99.5パーセンタイル混雑リンクの上り及び下りの時間平均トラフィックは、平均リン

クに比べて、2.77倍及び 1.62倍大きかった。従って、負荷分散を行うリンク数が十分

大きく、負荷分散によって複数リンク間のトラフィック負荷の偏りが完全に解消される

と仮定すると、512ユーザを集線するリンクの 2030年における時間平均トラフィック

は、上り及び下りで、それぞれ、154 /2.77 = 55.6 Mbps 及び 2.04 / 1.62 = 1.26 Gbps

となることが予想される。 

本節では、2030 年におけるトラフィック予測結果に基づいて、フォトニックアグリ

ゲーションによる高速光アクセスネットワーク構成例を検討する。従来の一般的な構成

においてTDM-PONとL2SWの 2段階の集線構成で１リンクあたり 512ユーザの集線

を行っていたと仮定すると、提案するフォトニックアグリゲーションによる高速光アク

セスネットワークにおいて、1台の OSUが収容するユーザ数は 512となる。トラフィ

ック予測結果より、1 台の OSU の要求帯域は、上りで 154 Mbps、下りで 2.04 Gbps

である。従って、現状で標準化が完了している 10G-EPON、及び、NG-PON2 といっ

たラインレート10G級のPONシステムをフォトニックアグリゲーションを用いた高速

アクセスネットワークへ適用することで、2030 年における要求トラフィックレートを

十分達成可能である。 

更に、波長可変型WDM/TDM技術を用いた NG-PON2は、ONU毎に送受信波長を

変更することで、収容先 OSUを変更できる[11]。この波長可変機能を用いた NG-PON2

の一つの機能は、複数 OSU間の負荷分散である[12]。従って、複数 OSU間で負荷分

散し、複数 OSU間の負荷の偏りを完全に解消することができると仮定すると、1台の

OSUの要求帯域は、上りで 55.6 Mbps、下りで 1.26 Gbpsに低減することができる。 

図 2-6にフォトニックアグリゲーションを波長可変型WDM/TDM-PONへ適用した

場合の高速光アクセスネットワーク構成例を示す。各 OSUはエッジルータの入出力ポ

ートと 1対 1で直接接続され、PONはエッジルータのみを介してコアネットワークと

接続される。PON システムは、収容局内に設置された OSU が、収容局内に設置され

た光集線ノード（PA：Photonic Aggregator）と収容局所外に設置されたスプリッタを

介して接続する複数の ONU を、波長可変型 WDM/TDM 技術により集線している。

ONU 内の光送受信器は一波長を割り当てられ、同一波長を割り当てられた OSU と通

信し、論理接続を確立する。 

尚、提案するアクセスネットワーク構成では、従来構成において L2SW が実現して

いた集線機能と冗長機能を PON区間の PAへ移行することで L2SWを不要化する。更

に、PON区間の集線比を拡大することで、OSU数を従来構成で必要であった K×Q台
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から、提案構成では K台へ削減することができる。 

このようなアクセスネットワーク構成を実現するためには、従来構成と同等のシステ

ム要件を満たす PA 構成を省電力で構成できるかどうかが重要であり、PA 構成を第 3

章で検討する。加えて、複数 OSU 間の負荷を分散するような OSU への ONU 割当を

行う動的負荷分散技術を第 4章で検討する。続いて、フレームロスなしで ONU毎に収

容先 OSUを変更する高速波長切替技術を第 5章で検討する。 

 

 

図 2-6 フォトニックアグリゲーションを波長可変型WDM/TDM-PONへ適用した場合の

高速光アクセスネットワーク構成 
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2-5  本章のまとめ 

 本章では、将来アクセスネットワークにおいて課題となる消費電力、ユーザ間公平

性に対して、フォトニックアグリゲーションによるアーキテクチャを検討した。消費電

力に関するアーキテクチャの設計指針としては、サービス優先制御・ユーザ間帯域公平

制御を DBA のみで実現することで、L2SW 内のユーザ毎のバッファ処理を不要化し

て L2SWの消費電力を削減することができるような、3通りのアプローチとして、光集

線、電気集線、光・電気多段集線を提案した。次に、ユーザ間公平性に関するアーキテ

クチャの設計指針としては、ONU とコア/メトロネットワークとの間におけるスイッ

チングによりアクセスネットワーク内経路を可変とすることができるような、2通りの

アプローチとして、光スイッチング、電気スイッチングを提案した。最後に、省電力性、

信頼性、ユーザ間公平性に加え、アクセスネットワークに強く求められる経済性の 4

つの観点から比較し、最適なアクセスネットワークアーキテクチャとして、光集線と光

スイッチングの組み合わせによるアーキテクチャを決定した。 

続いて、将来のアクセスネットワークにおける集線リンクのトラフィック要求を明ら

かにするために、統計データに基づいたトラフィック予測手法を提案した。提案した手

法は、測定されたトラフィックデータの統計量から、集線リンクにおける時間平均トラ

フィックを抽出した。2030 年における時間平均トラフィックの予測結果から、512 ユ

ーザを集線する 99.5 パーセンタイルリンクのトラフィック要求は、上り、及び、下り

で、それぞれ、154 Mbps、及び、2.04 Gbpsであった。更に、複数 OSU間で動的負荷

分散を行い、且つ、OSU 数が十分大きい場合に各 OSU に求められる帯域は、上りで

55.6 Mbps、下りで 1.26 Gbps と低減できることを明らかにした。従って、ラインレー

ト 10G級であり、更に、ONUの収容先 OSUを変更することで動的負荷分散を実現で

きる波長可変型 WDM/TDM-PON へフォトニックアグリゲーションを適用することで、

将来の広帯域化要求に十分応えることができることを確認した。 
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第3章  光集線ノード構成技術 

3-1  はじめに 

第 2 章 では、従来の一般的なアクセスネットワークにおいて L2SW が実現していた

集線機能と冗長機能を PON区間へ移行する波長可変型WDM /TDM-PON[1]を用いたフ

ォトニックアグリゲーションを提案した。提案技術では、従来構成における L2SW の機

能を代替する光集線ノード（PA：Photonic Aggregator）を PON区間に配置する。更に、

アクセスシステムでは、伝送距離の異なる複数の ONU を 1 台の OSU で収容する必要

があるため、最大伝送距離だけでなく、最小伝送距離も含めて、従来構成と同等のカバ

ーエリアを保つことができる PA構成である必要がある。そこで、本章では、従来構成

における L2SW の機能を代替し、且つ、従来構成と同等のカバーエリアを確保しつつ、

省電力効果が最大となる PA構成を抽出し、フォトニックアグリゲーションによる省電

力効果を明らかにする[2, 3]。 

本章の構成は以下の通りである。まず 3-2 にて、PAの要求条件を提示する。3-3 で

は、それぞれ、3-2 で挙げた要求条件である、集線・波長振分機能の実現、従来構成と

同等のカバーエリアの確保、及び、省電力効果が最大となるPAの構成を明らかにする。

3-4 では、3-3-3 で明らかにした PA構成を用いた集線部分の総消費電力を算出し、省

電力効果を示す。最後に 3-5 を本章のまとめとする。 
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3-2  光集線ノードに求められる条件 

 まず、図 2-4に示した TDM-PONをベースとした一般的なアクセスネットワークアー

キテクチャにおいて、L2SW が実現していた集線機能、及び、冗長機能を、図 2-6に示

したフォトニックアグリゲーションを用いた高速アクセスネットワークアーキテクチ

ャにおいて、PON区間に移行するために、PAにはそれぞれ、集線機能、及び、波長振

分機能が求められる。以下に説明する。  

 

(i) 集線・波長振分機能の実現 

PA は、従来構成の収容局内で行っていた集線比と同等の集線比を達成する必要が

ある。そこで、PA は、集線比 P2×Q を達成するために、OSU 側のポート数が ONU

側のポート数の 1/(P2×Q)倍である構成でなければならない。加えて、提案するアク

セスネットワーク構成では、PONの集線比の拡大により、従来構成で L2SW-エッジ

ルータ間のリンク断に対して要求された高い信頼性が、OSU-エッジルータ間のリン

ク断に対して求められる。そこで、OSU-エッジルータ間のリンク断が発生した場合

に、ONU と OSU 間の論理接続を変更することで、正常なリンクへ経路を切り替え

て通信を確保する必要がある。従って、PAは信号光波長に応じて、入力ポートと出

力ポートの対応関係を変更できる構成でなければならない。 

 

前記の条件(i)は、PON 区間に新たな光デバイスを追加することで実現できるが、新

たな光デバイスの追加は通常、損失を増加させる。そこで、この損失増加による受信信

号の SNR(Signal to Noise Ratio)の劣化を補償するために、PA内に光増幅器を配置する。

光増幅器の配置により、PA構成に追加される条件を以下に示す。 

 

(ii)カバーエリアの確保 

一般的に光増幅器は損失限界、過負荷限界、そして、サージ限界による最少、また

は、最大伝送距離の制限を有する。光増幅器を内部に配置した PA を PON 区間に追

加した場合も、PON システムは従来構成と同等の最小伝送距離から最大伝送距離ま

でのカバーエリアを確保できる構成でなければならない。 

(iii) 省電力効果の最大化 

光増幅器の追加は消費電力が増加する要因となりうる。しかし、光増幅器の追加に

よる消費電力の増加量が、L2SWの不要化と OSU数の低減による消費電力の削減量

よりも小さければ、集線部分の省電力化は可能である。提案構成による省電力効果

を最大とするために、PA内に用いる光増幅器の個数が最小となるような構成でなけ

ればならない。 
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次節では、以上で述べた要求条件である、集線·波長振分機能の実現、カバーエリア

の確保、そして、省電力効果の最大化を満たす PA構成を検討する。 
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3-3  光集線ノード構成の検討 

3-3-1  集線・波長振分機能を実現する構成の検討 

 本項では、3-2 節で述べた(i)集線·波長振分機能の実現を満たす PA 構成を光デバイ

スの組み合わせから全て列挙し、それぞれの組み合わせにおける構成の具体化を行う。

更に、各構成における信号伝送状態を示しながら、集線·波長振分機能の実現方法を説

明する。 

まず、集線機能を実現する光デバイスはスプリッタが考えられる。更に、波長振分機

能を実現する光デバイスはスプリッタとフィルタの組み合わせ、もしくは K×Kポート

周回性 AWG（Arrayed Waveguide Grating）が考えられる。また、各機能の配置場所

の順番は、上り信号光の伝搬方向に従って集線機能の後に波長振分機能を配置する順番

と、上り信号光の伝搬方向に従って波長振分機能の後に集線機能を配置する順番の 2通

りが考えられる。 

表 3-1に光デバイスの組み合わせを示す。表 3-1より、光デバイスの組み合わせは、

全部で(a)、(b)、(c)の 3通りである。尚、表 3-1の斜線部は、フィルタにより波長毎に

信号を分離した後で、再度スプリッタで集線する構成となってしまうため、PA の出力

において波長に応じて信号を振り分ける波長振分機能を実現できないことから除外す

る。 

 

表 3-1の(a)、(b)、及び(c)で示した光デバイスの組み合わせにおけるアクセスネット

ワーク構成を、それぞれ図 3-1 (a)、(b)、及び(c)に示す。アクセスネットワーク構成は、

以下 2点を想定して決定した。 

1点目は、上り波長帯と下り波長帯を分離するWDMフィルタを PAの ONU側ポー

トに備え、例えば、上りは図 3-1 (a)、下りは図 3-1 (b)というように、上りと下りで別々

の最適構成を選択できるようにしたことである。このように上り下り別々にすると、光

デバイスのコストが増大することが懸念されるが、消費電力の削減を重視し、最も低消

費電力になる PA構成とするため、上り下り別々に最適化できる構成としている。 

2 点目は、集線機能を実現するために PA内に用いるスプリッタを、上り信号の伝搬

方向に従って N分岐スプリッタとM分岐スプリッタの 2段とすることである。このよ

うに 2 段とすることで、後の 3-3-2 と 3-3-3 で検討する光増幅器の雑音の影響と消費

電力を決める光増幅器数を変更して評価できるようにする。N 分岐と M 分岐のスプリ

表 3-1 光デバイスの組み合わせ 

Optical device Layout for upstream

Aggregation 

function

Wavelength-

routing function

Aggregation → 

Wavelength-routing

Wavelength-routing

→ Aggregation

Splitter
Splitter and filter (a)

Cyclic AWG (b) (c)
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ッタは全体の集線比(N×M)が一定となるようにし、且つ、N 分岐スプリッタは、上り

信号光の伝搬方向に従って、WDMフィルタのすぐ後に配置するとした。 

 

図 3-1(a)の構成は、PAはWDMフィルタ、N分岐スプリッタ、M分岐スプリッタ、

K分岐スプリッタ、そして、それぞれ異なる波長を透過する波長フィルタにより構成さ

れる。ONUは、波長可変バースト送信器（T-B-Tx: Tunable Burst Transmitter）、波

長可変フィルタ（T-F: Tunable Filter）、そして、光受信器（Rx: Receiver）で構成され

る。OSUは、バースト光受信器（B-Rx: Burst Receiver）と OSU毎に異なる固定波長

に設定された光送信器（Tx: Transceiver）で構成される。まず、ONU内 T-B-Txから

送信された上り信号は、PA 通過後、OSU 内 B-Rx で受信される。ONU 内 T-B-Tx の

送信波長を変更することで、PA内で信号が透過する波長フィルタが変わり、PAの出力

ポートが変わることで、ONU-OSU 間の論理接続を変更して収容 OSU を変更できる。

一方、OSU 内 Txから送信された下り信号は、PA 通過後、ONU 内 T-Fで 1 波長のみ

(a) 

(b) 

(c) 

図 3-1 PA構成 
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が透過され、Rxで受信される。ONU内 T-Fの透過波長を変更することで、ONU-OSU

間の論理接続を変更できる。 

図 3-1 (b)の構成は、PAはWDMフィルタ、N分岐スプリッタ、M分岐スプリッタ、

そして、K×Kポート周回性 AWGにより構成される。ONUは、T-B-Tx、T-F、そして、

B-Rx で構成される。OSU は、B-Rx と高速波長可変送信器（HS-T-Tx: High-Speed 

Tunable Transceiver）で構成される。まず、ONU内 T-B-Txから送信された上り信号

は、PA 通過後、OSU 内 B-Rx で受信される。ONU 内 T-B-Tx の送信波長を変更する

ことで、PA内の周回性AWGの出力ポートが変わり、PAの出力ポートが変わることで、

ONU-OSU 間の論理接続を変更して収容 OSU を変更できる。一方、OSU 内 HS-T-Tx

から、宛先の ONU に届く波長を用いて送信された下り信号は、PA 通過後、ONU 内

T-F で 1 波長のみが透過され、B-Rx で受信される。ONU 内 T-F の透過波長を変更す

ることで、ONU-OSU間の論理接続を変更できる。ただし、図 3-1 (b)の構成は PA内

に周回性 AWG を有するため、下り信号を宛先の ONU へ送信するためには、OSU に

て送信先の ONU 毎に信号光波長を変更する必要がある。そこで、OSU 内の HS-T-Tx

は信号の宛先毎に高速に波長を変更しなければならない[4]。 

図 3-1 (c)の構成は、PAはWDMフィルタ、N分岐スプリッタ、K×Kポート周回性

AWG、そして、M分岐スプリッタにより構成される。ONUは、T-B-Tx、T-F、そして、

B-Rxで構成される。OSUは、B-RxとHS-T-Txで構成される。上り信号伝送と下り信

号伝送は、上記で述べた図 3-1 (b)の構成における信号伝送と等しい。 
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3-3-2  カバーエリアを確保する構成の検討 

本節では、3-2節で述べた(ii)カバーエリアの確保を満たす PA構成を以下の順序で全

て列挙する。まず、前提とするシステム規模を定め、PA 内における光増幅器の挿入場

所を列挙する。また、上り信号の受信感度劣化を改善するために光増幅器に適用する自

動レベル制御について説明する。次に、ONU-OSU 間の損失を評価しやすいように伝

送路と PA内の光デバイスの損失をモデル化し、光増幅器の適用領域を定式化する。最

後に、計算に用いるパラメータを定義した後に、スプリッタの分岐比(N、M)の組み合

わせに応じた各 PA構成の損失を算出し、光増幅器の適用領域内となるスプリッタの分

岐比(N、M)の組み合わせを、光増幅器の配置場所毎に明らかにする。 

 

3-3-2-1 前提条件 1：光増幅器の挿入場所 

 まず、図 3-1 (a)、(b)、(c)の各構成において、光増幅部の挿入場所を全て列挙する。

本節の後半で述べるが、想定するシステム規模に応じて、光増幅部内に用いる光増幅器

の台数は、一台、もしくは複数台のどちらにすべきなのかを検討する必要がある。光増

幅器の台数が一台または複数台のどちらの場合も合わせて、光増幅を行う機能ブロック

を光増幅部と呼ぶ。図 3-1(a)における光増幅部の挿入場所は、上り信号光の伝搬方向に

従って、集線機能部の前である①、集線機能部と波長振分機能部の中間である①、及

び、波長振分機能部の後である②が考えられる。ここで、①は①における M=1の場合

と同じ構成である。図 3-1 (b)における光増幅部の挿入場所は、③、③、④が考えられ

るが、③は③におけるM=1 の場合と同じである。図 3-1 (c)における光増幅部の挿入場

所は、⑤、⑥、⑦が考えられる。従って、3-3-1 節で明らかにした光デバイスの配置構

成に対して、光増幅部の挿入場所を考慮すると、考えられる PA構成は①から⑦の全部

で 7通りとなる。 

続いて、PA 構成①から⑦に対して光増幅部の構成を決めるために、図 3-1 に示した

システムの規模を決めるパラメータを表 3-2 のように定義する。表 3-2 で示した P1、

P2、Q の場合、従来構成において 1 台の OSU と通信する ONU 台数は、P1×P2=32 であ

る。一方で、提案構成において 1台の OSUと通信する ONU台数は、P1×P2×Q=512 で

ある。従って、提案構成では、1台の OSUで従来構成よりも多数の ONUを収容する必

要が生じる。ただし、PON内で個々の ONUを識別するために用いる LLID(Logical Link 

ID)は 15 ビットであり 32768 台の ONUに相当すること、512 台の ONUのディスカバリ

が可能なディスカバリ手法が提案されていること[5]、そして、512 台の ONU に一括で

上り帯域を割り当てる DBA（Dynamic Bandwidth Allocation）手法が提案されていること 

[6]、これらの 3点より、1台の OSUで 512 台の ONUを収容するためのメディアアクセ

ス制御の実現は可能である。 
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また、上記で述べたように LLID を用いて個々の ONU を識別できる最大 ONU 数は

32768であり、且つ、1台のOSUで 512ユーザを収容するため、OSU数Kは 32768/512=64

に設定した。従って、波長可変型 WDM/TDM-PON において、用いる波長数も 64 とし

た。このように、最大収容 ONU数が非常に大規模な広域アクセスネットワークを想定

する。 

上記で述べたパラメータを基に、光増幅部の挿入場所毎に、用いる光増幅器の台数は、

一台、もしくは複数台のどちらにすべきなのかを検討する必要がある。なぜなら、光増

幅器の挿入場所によって、多波長の信号光が同時に光増幅器に入力し、且つ、同時に入

力する波長数が 1 から 64 まで時間的に変化するからである。この場合、光増幅器の入

力光強度差は 18 dBとなり、一般的な光増幅器では、このように広い範囲の入力光強度

に対して一定の利得を得ることは難しい。そこで、光増幅器に同時に入力する信号数に

関わらず、利得が時間的に変化せずに一定の利得を得るために、光増幅器へは単一波長

の信号が入力される構成とした。以降に、図 3-1 中の光増幅器の挿入場所①から⑦に対

して、光増幅部の構成を順に説明する。 

図 3-1 (a)の①では、上り下り用の両構成ともに、多波長の信号光が同時に入力する

ため、1×K ポートの AWG を用いて波長毎に信号を分離し、各ポートからの出力をそ

れぞれ光増幅する。従って、波長数と同数の光増幅器を用いる。一方、②の挿入場所で

は上り下り用の両構成ともに、光増幅部へは、同一の OSUへ入力、または同一の OSU

から出力される単一波長の TDM信号が入力され、多波長の信号光が同時に入力するこ

とはないため、ポート毎に単一の光増幅器を用いる。 
図 3-1 (b)の③の挿入場所では、上り下り用の両構成ともに、多波長の信号光が同時

に入力するため、波長数と同数の光増幅器を用いる。一方、④の挿入場所では、上り下

りの両構成ともに、光増幅部へは、同一 OSUへ入力、または同一 OSUから出力される

TDM 信号が入力され、多波長の信号光が同時に入力することはないため、ポート毎に

単一の光増幅器を用いる。 

図 3-1 (c)の⑤の挿入場所では、上り下り用の両構成ともに、多波長の信号光が同時

に入力するため、波長数と同数の光増幅器を用いる。一方、⑥、⑦の挿入場所では、上

り下りの両構成ともに、同一 OSU から入力または出力される TDM 信号が入力され、

多波長の信号光が同時に入力することはないため、ポート毎に単一の光増幅器を用いる。 

表 3-2 システム規模を決定するパラメータ 

Parameter Value

P1 8

P2 4

Q 16

K 64
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表 3-3 に挿入場所毎の光増幅部の構成をまとめた。表 3-3 より、光増幅部の挿入場

所①～⑦それぞれに対して、1通りの構成を決定した。 

 

 

3-3-2-2 前提条件 2：自動レベル制御の適用 

一般的に光増幅器を用いた光伝送システムでは、光増幅器から放出される自然放出光

（ASE: Amplified Spontaneous Emission）雑音の影響で、受信信号の SNRが劣化する。

特に、光増幅器-受信器間の損失が小さい場合、信号光-ASE間ビート雑音が受信感度に

支配的となり、ASEの影響で受信信号の SNRが劣化する。一方で、光増幅器-受信器間

の損失が大きい場合は、ASEの減衰が大きいことから、受信器の回路雑音が受信感度に

支配的となり、ASEの影響による受信信号の SNRの劣化は無視できる。 

図 4-1 で示した提案構成では、PA を収容局内に設置することを想定しているため、

上り通信は光増幅器-受信器間に伝送損失を含まず、光増幅器-受信器間の損失が小さい。

したがって、ASE の影響で受信信号の SNR が劣化する。図 3-2 (a)に ASE の影響を示

す。上り通信では、ASE の影響で受信信号の SNR が劣化する。更に、スプリッタによ

り複数の光増幅器から放出される ASE が足し合わされるため、ASE 強度が強くなり、

受信信号の SNRが大幅に劣化するという課題が生じると予想される。 

この課題に対し、PA内に自動レベル制御（ALC :Automatic Level Control）機能付き光

増幅器を適用することとする。ALC とは、入力した信号光強度に応じて、高速に光減

衰量を制御する技術である[7]。図 3-2(b)に示すように、ALC を用いて、上りバースト

信号通過時以外は光減衰量を最大とすることで、ASEが足し合わされる影響を無視でき

るほど小さくできる。加えて、受信器の最大受光強度を超えるバースト信号が入力され

る場合は、ALC を用いて信号光強度を減衰させることで、最大受光強度以上の信号が

受信器へ入力することを回避することもできる。 

Amplifier type1 Amplifier type2

① ●
② ●
③ ●
④ ●
⑤ ●
⑥ ●
⑦ ●

1 32

1

3
2

Optical amplifier

1×K AWG

表 3-3 光増幅部の構成 
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3-3-2-3 伝送路と光デバイスによる損失のモデル化 

図 3-3 に、図 3-1(a)、(b)、(c)を統一して扱うための ONU-OSU 間の光損失モデルを

示す。図 3-3 (a)は上り用構成のモデル、図 3-3 (b)は下り用構成のモデルである。図 3-3 

(a)は、3-3-2-2で述べたように ALCを適用することで、スプリッタ配下の複数の光増幅

器から放出される ASEが足し合わされる影響を無視できる。そこで、複数ではなく、1

つの光増幅器を用いてモデル化した。  

まず、PA の ONU 側ポートと光増幅器の間に挿入した複数の光デバイスを Devices1、

光増幅器と PAの OSU側ポートの間に挿入した複数の光デバイスを Devices2 とした。 

続いて、上り信号に対して、ONUから PAの ONU側ポートまでの伝送損失と P1分岐

スプリッタの損失の和、及び、PA の OSU 側ポートから OSU までの伝送損失を、それ

ぞれ LUS,1、及び LUS,2とした。更に、ONUから PA内の光増幅器までの損失、及び、PA

内の光増幅器から OSUまでの損失を、それぞれ LTx-AMP、及び LAMP-Rxとした。すなわち、

上り構成において LTx-AMP、及び LAMP-Rx は、それぞれ、LUS,1と Devices1の損失の和、及

び、Devices2 の損失と LUS,2の和である。 

一方で、下り信号に対して、OSU から PA の OSU 側ポートまでの伝送損失、及び、

PAの ONU側ポートから ONUまでの伝送損失と P1分岐スプリッタの損失の和を、それ

ぞれ LDS,1、及び LDS,2とした。更に、OSU から PA 内の光増幅器までの損失、及び、PA

内の光増幅器から ONU までの損失を、それぞれを LTx-AMP、及び LAMP-Rxとした。すな

わち、下り構成において LTx-AMP、及び LAMP-Rx は、それぞれ、LDS,1と Devices2の損失の

和、及び、Devices1 の損失と LDS,2の和である。 

(a) 
(b) 

図 3-2 光増幅器における ALCの効果 

(a) ALCなし (b) ALCあり 

ASESignal

Dynamic range
of Rx

Signal

Amplifier Splitter ALC

Dynamic range
of Rx

ASE
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3-3-2-4 光増幅器の適用領域の定式化 

光増幅器の適用領域は、以下に示す 3つの限界により決まる。1つめは最小受信感度

を満たす損失限界、2 つめは受信信号が最大受光強度を超えない過負荷限界、そして、

3 つめは光サージが発生せずバースト信号の受信が可能であるサージ限界である。それ

ぞれの計算式を順に導出する。 

まず、損失限界を定式化する。損失限界とは、送信器の最小出力光強度の信号に対し、

受信信号が定められた符号誤り率（BER: Bit Error Rate）を満たすために伝送路中で許容

される最大損失である。この限界は、受信信号の SNR によって決まる。図 3-3 におけ

る受信信号の SNR を、式(3－1)に示す[8]。損失限界は、式(3－1)中の SNR が決められ

た BERと等しくなる時の LTx-AMPと LAMP-Rxの組み合わせによって求められる。e は電荷

素量、ηは量子効率、hはプランク定数、ν は信号光の周波数、G及び nspは光増幅器の

利得及び反転分布パラメータ、R は受信回路の負荷抵抗、k はボルツマン定数、T は絶

対温度、r は信号光の消光比の逆数、Ps はマーク時の光強度、f は ASE を除去するた

めに挿入する光フィルタの透過帯域幅、Bは受信器の帯域である。Aと Cは、信号光の

論理がそれぞれマークとスペースの時の雑音電力であり、それぞれの式における第 1項

は信号光のショット雑音、第 2項は ASEのショット雑音、第 3項は信号光-ASE間ビー

ト雑音、第 4項は ASE-ASE間ビート雑音、第 5項は受信回路の熱雑音を示す。 

(a) 

(b) 

図 3-3 ONU-OSU間の損失モデル 

(a) 上り信号のモデル (b) 下り信号のモデル 

OSUONU

LTx-AMP LAMP-Rｘ

PA

ONU Optical amplifierP1:1
Splitter

Devices
1

Devices
2

ALC

LUS,1 LUS,2

OSUONU

ONU

LAMP-Rx LTx-AMP

Devices
1

Devices
2

PA

LDS,2 LDS,1

P1:1
Splitter
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次に、過負荷限界を定式化する。過負荷限界とは、想定する送信器の最大出力光強度

Pmaxにおいて、受信器への入力光強度が、想定する受信器の最大受光強度以下となるた

めに伝送路中で許容される最小損失である。この限界は、受信器における入力光強度に

よって決まる。受信器における入力光強度 Pinを式(2)に示す[8]。過負荷限界は、式(3－

2)中の Pinが受信器の最大受光強度となる時のLTx-AMPとLAMP-Rxの組み合わせによって決

まる。式(3－2)の第 1項は信号光強度、第 2項は ASE光強度を示す。 

 

最後に、サージ限界を定式化する。バースト光信号を光ファイバ増幅器の利得飽和領

域で増幅すると、バースト光信号のフレーム間隔と光ファイバ増幅器の利得応答時間が

マイクロ秒オーダーと同程度であるため、バースト光信号の立ち上がりに光サージが発

生する。このため、受信器ではバースト信号の立ち上がりにおいて、受信器が破損する

恐れがある。そこで、サージ限界とは、想定する送信器の最大出力光強度 Pmaxにおいて、

光増幅器への入力光強度が光増幅器の利得飽和を起こさないために、伝送路中で許容さ

れる最小損失である。この限界は、光増幅器への入力光強度によって決まる。光増幅器

への入力光強度 PAMP-inを式(3－3)に示す[9]。サージ限界は、式(3－3)中の PAMP-inが光増

幅器の利得が劣化する信号光強度 Psurgeとなる時の LTx-AMPによって求められる。 

PAMP-in = Pmax - LTx-AMP       (3－3) 
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3-3-2-5 計算に用いるパラメータ 

 光増幅器は表 3-4 の特性で表される一般的な希土類添加光ファイバ増幅器（DFA: 

Doped Fiber Amplifier）の使用を想定する。表 3-4に示すように、DFAの利得 Gは、一

般的な光増幅器の最大利得 30 dB、そして、29 dB、19 dBと設定した。その理由につい

ては、後の 3-3-2-6 で述べる。  

 

また、PA 構成①～⑦に対して、PA の ONU 側ポートと光増幅器の間に挿入した複数

の光デバイスである Devices 1 と、光増幅器と PAの OSU側ポートの間に挿入した複数

の光デバイスである Devices 2 の損失を表 3-5に示す。表 3-5の定式化において、フィ

ルタ、及び、AWGの光損失は、それぞれ、1 dB、及び 5 dBとした。また、N分岐スプ

リッタの光損失は、接続損失も加えて、(10logN+0.5) dBとした。構成①②は上り信号の

みが波長振分用のフィルタを通過するため、上り信号の損失は、下り信号に比べて 1 dB

増えるとして、表 3-5 の括弧内に示した。尚、スプリッタの分岐比(N、M)の組み合わ

せは、N×M(＝P2×Q)=64 となる約数の組み合わせとする。 

 

続いて、光増幅器の適用領域の計算に用いた仮定を説明する。トランシーバ特性は

10G-EPONの標準である IEEE 802.3avに準拠するとし、表 3-6の特性とした。尚、本検

討では 10G-EPONとは異なる、例えば ONU内に T-Fを用いるトランシーバ構成が考え

られるが、T-F の損失を考慮しても表 3-6 の特性を達成可能である[10]と考え、表 3-6

の特性を想定した。 

表 3-4 DFAの特性 

Quantity Symbol Value Unit

Noise Figure NF(=2nsp) 7 dB

Gain G 30,29,19 dB

Surge power Psurge -11 dBm

表 3-5 PAの各構成の損失 

Conf.
Optical loss [dB]

Devices 1 Devices 2

① 1+10logN+0.5+5 5+10logM+0.5+10logK+0.5(+1)

② 1+10logN+0.5+10logM+0.5+10logK+0.5(+1) 0

③ 1+10logN+0.5+5 5+10logM+0.5+5

④ 1+10logN+0.5+10logM+0.5+5 0

⑤ 1+10logN+0.5+5 5+5+10logM+0.5

⑥ 1+10logN+0.5+5 10logM+0.5

⑦ 1+10logN+0.5+5+10logM+0.5 0
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表 3-6のトランシーバ特性を参考に、LUS,1、LUS,2、LDS,1、LDS,2を表 3-7に示すように

設定した。LUS,1、及び、LDS,2の最大値は、表 3-6 から導出される ONU-OSU間で許容さ

れる上り、及び下りの最大損失である 32 dB及び 30.5 dBから、4分岐スプリッタの損

失 6 dBを引いて、それぞれ、26 dB及び 24.5 dBとした。一方で、LUS,1、及び、LDS,2の

最小値は、表 3-6の ONU-OSU間で許容される上りと下りの最小損失 15 dBから、4分

岐スプリッタの損失 6 dBを引いて 9 dBとした。従って、LUS,1、及び、LDS,2の最大と最

小の差は、それぞれ、17 dB、及び、15.5 dBである。加えて、PAと OSUは同じ収容局

内に位置するとし、LUS,2、及び、LDS,1は 0 dBとした。 

 

また、受信器の最小受信感度は FEC の使用を想定し、BER=10
-3時の受信器への入力

光強度とした。η=0.8、ν=193 THz、R=700 Ω、T=300 K、r=-6 dBとした。Bは伝送レー

ト 10.315 Gbpsに 0.75を掛けて[11]、7.73 Gbps とした。更に、WDM/TDM-PONの波長

間隔、及び、ASEを除去するために挿入する光フィルタの透過帯域幅 Δfは、それぞれ、

50 GHz、及び、光受信器へ入力する信号光の光帯域幅と等しいとした。つまり、Δf は

50 GHzに入力信号光の波長数を掛けた値とした。従って、上り用の、構成①②は OSU

内の B-Rx に 1波長の信号が入力するためf=50 GHz、構成③～⑦は B-Rx に全波長の信

号が入力するためf=50·K GHzとした。下り用の構成①～⑦は、各 ONUにおいて受信

する 1 波長の信号のみを透過するため、f=50 GHz とした。加えて、ONU 内 HS-T-Tx

が送出するバースト信号のフレーム間隔は、数十ナノ秒[4]であるとした。 

前記 HS-T-Tx の性能より、構成④⑥⑦の下りでは、各信号波長が異なるバースト信

号が光増幅器を通過するが、バースト信号のフレーム間隔は、光サージが発生するフレ

ーム間隔であるマイクロ秒オーダーに比べて短いため、サージ限界の考慮は不要とした。

尚、構成①②の下りは、連続信号が光増幅器を通過し、バースト信号が通過しないため、

表 3-6 10G-EPONシステムのトランシーバ特性 

ONU OSU

Tx

Average launch power (max) 9 dBm 5 dBm

Average launch power (min) 4 dBm 2 dBm

Extinction ratio (min) 6dB 6dB

Rx
Average receive power (max) -10dBm -6dBm

Receiver sensitivity (min) -28.5 dBm -28dBm

表 3-7 損失範囲 

Loss budget Min.loss Max.loss Max – Min

LUS,1 9 dB 26 dB 17 dB

LUS,2 0 dB -

LDS,1 0 dB -

LDS,2 9 dB 24.5 dB 15.5 dB
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サージ限界の考慮は不要とした。 

 

3-3-2-6 スプリッタの分岐比(N、M)の抽出 

光増幅器の特性によって許容される LTx-AMPと LAMP-Rxの範囲内に、スプリッタの分岐

比(N、M)の組み合わせと、伝送距離によって変わる LTx-AMPと LAMP-Rxの取りうる範囲が

包含されるのであれば、従来構成と同等のカバーエリアを確保できる。本節では、上り

構成、及び、下り構成に対して、その条件を満たすスプリッタの分岐比(N、M)の組み

合わせを検討する。 

初めに、上り構成について検討する。図 3-4 (a)、(b)、(c)の実線、破線、及び、点線

に、それぞれ、式(1)に記載した損失限界、式(2)に記載した過負荷限界、及び式(3)に記

載したサージ限界を示す。 ONU-OSU間に許容される LTx-AMPと LAMP-Rxの範囲は、損失

限界、過負荷限界、そして、サージ限界に囲まれた領域である。 

図 3-1の構成①、構成②、構成③⑤、構成④⑦、及び、構成⑥における LTx-AMPと LAMP-Rx

をそれぞれ、図 3-4 (a)の記号●、図 3-4 (a)の記号◆、図 3-4 (b)の記号▼、図 3-4 (c)

の記号■、及び、図 3-4 (c)の記号▲で示した。図 3-4中の LTx-AMPは、伝送距離に応じ

て変化するため、伝送距離が最大と最小の点を記号で表示し、伝送距離によって変わる

範囲を横線で示した。 
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(a) 

 

(b) 

 

(c) 

図 3-4 上り信号に対する，光増幅器の適用領域と PAの各構成の損失 

(a) Δf=50 GHzの時の適用領域と構成①②の損失，(b) Δf=50·K GHzの時の適用領域と

構成③⑤の損失，(c) Δf=50·K GHzの時の適用領域と構成④⑥⑦の損失 
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図 3-4 (a)では、伝送距離が最大の時の LTX-AMPは損失限界外となる。一方で、図 3-4 (b)、

(c)では、一部の(N、M)において伝送距離が最大の時の LTX-AMP は損失限界内となるが、

伝送距離が最小の時の LTX-AMPは過負荷限界外となってしまう。そこで、図 3-4 (b)、(c)

では、ALCによる減衰量をバースト信号の入力光強度に対して 0 dBと 15 dBの 2通り

に設定することとした。 

一例として、図 3-4 (c)に示す構成⑥において、(N、M)=(2, 32)の時を説明する。ALC

による減衰量が 0 dB且つ LTX-AMPが 30 dB以上では過負荷限界内であるが、ALCによる

減衰量が 0 dB且つ LTX-AMPが 30 dB以下では過負荷限界外となる。LTX-AMPが 30 dBの場

合、ONU内送信器の最大出力光強度 9 dBmと、光増幅器利得 30 dBを考慮すると、ALC

機能部に入力する信号光強度は 9 dBmである。つまり、LTX-AMPが 30 dB以上であり ALC

機能部への入力光強度が 9 dBm以下の時は減衰量を 0 dBと設定し、LTX-AMPが 30 dB以

下であり ALC機能部への入力光強度が 9 dBm以上の時は減衰量を 15 dBに設定すると

いった動作を行う。このように、4-3-2-2 の最後で説明したように、最大受光強度以上

の信号が受信器へ入力することを回避し、過負荷限界を緩和する動作が可能となる。  

図 3-4 (a)、(b)、(c)より、上り信号に対して ONU-OSU間に許容される LTx-AMPと LAMP-R

ｘの範囲は、損失限界、過負荷限界、そして、サージ限界に囲まれた領域であり、塗り

つぶしで示した。損失が塗りつぶしの範囲内にあり、従来構成と同等のカバーエリアを

確保できる PA構成は、図 3-4 (c)の構成⑥の(N、M)=(2, 32)の 1通りである。 

続いて、下り構成について検討する。図 3-5 (a)、(b)、(c)の実線、破線、及び、点線

に、それぞれ、下り信号における式(1)に記載した損失限界、式(2)に記載した過負荷限

界、及び式(3)に記載したサージ限界を示す。 ONU-OSU間に許容されるLTx-AMPとLAMP-Rx

の範囲は、損失限界、過負荷限界、そして、サージ限界に囲まれた領域である。 

図 3-1の構成①、構成②、構成③⑤、構成④⑦、及び、構成⑥における LTx-AMPと LAMP-Rx

をそれぞれ、図 3-5 (a)の記号●、図 3-5 (a)の記号◆、図 3-5 (b)の記号▼、図 3-5 (c)

の記号■、及び、図 3-5 (c)の記号▲で示した。図 3-5中の LAMP-Rxは、伝送距離に応じ

て変化するため、伝送距離が最大と最小の点を記号で表示し、伝送距離によって変わる

範囲を横線で示した。 
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(a) 

 

(b) 

 

(c) 

図 3-5 下り信号に対する，光増幅器の適用領域と PAの各構成の損失 

(a) Δf=50 GHzの時の適用領域と構成①②の損失，(b) Δf=50 GHzの時の適用領域と構

成③⑤の損失，(c) Δf=50 GHzの時の適用領域と構成④⑥⑦の損失 
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図 3-5 (a)では、Gを最大値である 30 dBとしても、伝送距離が最大の時の LTX-AMPは

損失限界外となってしまう。一方で、図 3-5 (b)、(c)では、Gを 30 dBとした場合、全

ての(N, M)において伝送距離が最大の時の LTX-AMPは損失限界内となるが、伝送距離が

最小の時の LTX-AMPは過負荷限界外となってしまう。そこで、図 3-5 (b)、及び図 3-5 (c)

では Gを、それぞれ、29 dB、及び 19 dBと変更した。図 3-5 (b)、(c)では、Gを調整す

ることで、スプリッタの分岐比の組み合わせ(N, M)にかかわらず、各 PAの損失は、損

失限界と過負荷限界内となることがわかる。これは、光増幅器-受信器間の損失が大き

い下り通信では、光増幅器を設置しても、ASE の影響による SNR の劣化をほぼ無視で

きるからである。 

図 3-5 (a)、(b)、(c)より、下り信号に対して ONU-OSU 間に許容される LTx-AMP と

LAMP-Rｘの範囲は、損失限界、過負荷限界、そして、サージ限界に囲まれた領域であり、

塗りつぶしで示した。損失が塗りつぶしの範囲内にあり、従来構成と同等のカバーエリ

アを確保できる(N, M)の組み合わせは、構成③⑤、及び、構成④⑥⑦で、それぞれ、(1, 

64)、(2, 32)、(4, 16)、(8, 8)、(16, 4)、及び、(1, 64)、(2, 32)、(4, 16)、(8, 8)、(16, 4)、

(32, 2)、(64, 1)である。従って、2通りの構成に対して 5通りのスプリッタの分岐比と、

3通りの構成に対して 7通りのスプリッタの分岐比が考えられるため、損失が塗りつぶ

しの範囲内にあり、従来構成と同等のカバーエリアを確保できる PA構成は、全部で 31

通りである。 
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3-3-3  省電力効果を最大化する構成の検討 

本節では、3-2 節で述べた(iii)省電力効果の最大化を満たす PA構成を決定する。3-3-2 

節より、従来構成と同等のカバーエリアを確保可能な PA構成は、上りが 1通り、下り

が 31 通りである。これらの構成の中で、必要な光増幅器数の最も少ないスプリッタの

分岐比の組み合わせ(N, M)を決定する。 

表 3-8に、構成①～⑦の上り下りに対して、必要な光増幅器数、従来構成同等のカバ

ーエリアを確保できる M の値、そして、その M の値の中で M が最小の時に必要な光

増幅器数を示す。構成①③⑤⑥では、光増幅器数は M に比例するため、M が最小値の

時に必要な光増幅器数も最小となり、省電力効果が最も大きくなる。 

上り信号に対しては、構成⑥の(N, M)=(2, 32)の時に省電力効果が最大となり、必要

な光増幅器数は 2048個である。このとき、1台の光増幅器は 16台の ONUで共有され

る。また、下り信号に対しては、構成④⑥⑦の(N, M)=(64, 1)の時に省電力効果が最大

となり、必要な光増幅器数は 64 個である。構成④⑥⑦のどれも同じ構成であり、この

とき、1台の光増幅器は 512台の ONUで共有される。以上の検討より、3-2 で示した

要求条件(i), (ii),(iii)を満たす PA構成を図 3-6に示す。 

表 3-8 各構成に必要な光増幅器数 

 

 

図 3-6 PAの最終構成 

Conf.

For upstream For downstream

Number 

of AMPs
M

Minimum 

number of AMPs

Number 

of AMPs
M

Minimum 

number of AMPs

① K・M・K ― ― K・M・K ― ―

② K ― ― K ― ―

③ K・M・K ― ― K・M・K 4,8,16,32,64 16384

④ K ― ― K 1,2,4,8,16,32,64 64

⑤ K・M・K ― ― K・M・K 4,8,16,32,64 16384

⑥ K・M 32 2048 K・M 1,2,4,8,16,32,64 64

⑦ K ― ― K 1,2,4,8,16,32,64 64

×2
×32

ONU
side

PA

：WDM filter

：Splitter

：Cyclic AWG 

：Optical amplifier

：ALC

×64

OSU
side
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3-4  従来構成と提案構成の消費電力比較 

本章では、図 3-6に示した PAを用いた場合の集線部分の省電力効果を明らかにする。

集線部分の電力は、図 2-4の従来構成では L2SW と OSUによって消費され、また、図 

2-6の提案構成では光増幅器と OSUによって消費される。尚、消費電力比較では集線部

分のみを考慮し ONUは考慮しない。表 3-8に、各構成要素の単位個数あたりの消費電

力、必要な個数、K=64 の時に必要な個数、そして、K=64の時の消費電力の合計を示す。

L2SW の消費電力は、1台の総消費電力がポート数に比例すると仮定し、10GBASE SFP+

を 80ポート搭載、スイッチング性能 2 Tbps、そして消費電力 3 kW[12]から 1 ポートあ

たり 37.5 Wとした。OSUの消費電力は、1台あたり 45 W[13]であり、従来構成と提案

構成で同じとした。DFAの消費電力は 1台あたり 15 W[14]であり、ALCを用いる場合

は可変光アッテネータモジュールの消費電力 12.5 W[15]を加えた値とした。 

図 3-7に従来構成と提案構成の消費電力比較を示す。従来構成の集線部の消費電力の

合計を 100 %とすると、それぞれの消費電力は、従来構成において L2SW、及び OSU

が、それぞれ 47 %、及び 53 %であり、提案構成において光増幅器、及び OSUが、そ

れぞれ 67 %、及び 3 %である。提案構成では、L2SW の削減と OSU数の低減による消

費電力の削減効果が、光増幅器の追加による消費電力の増加効果より大きいので、従来

構成に比べて、集線部分の消費電力を 30 %削減できる。また、表 3-9より、各装置の

必要個数は全て K に比例しているため、どのような K の値であっても、集線部分の消

費電力を 30 %削減することができる。 

更に、PON区間が高速化した際に、L2SWは消費電力が増加すると予想されるのに対

して、光増幅器を用いる方法では、伝送速度に依存せずに受信信号の SNR の劣化を補

償できるため、今後の PON 区間の高速化に対しても消費電力は増加しない。従って、

本提案構成では更なる省電力効果を得ることが期待できる。 

 

表 3-9 各装置の消費電力 

 

 

Component
Power

consumption
Number of 

components

Total number 
of components 

(K=64)

Total power 
consumption

(K=64)

Conventional
L2SW 37.5 W / port (Q+1)・K 1088 ports 41 kW

OSU 45 W / unit Q・K 1024 台 46 kW

Proposed

DFA 15 W / unit K 64 台 0.96 kW

DFA+ALC 27.5 W / unit 32・K 2048 台 56 kW

OSU 45 W / unit K 64 台 2.9 kW
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図 3-7 省電力効果 
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3-5  本章のまとめ 

本章では、フォトニックアグリゲーションを用いた波長可変型WDM/TDM-PONにお

いて、従来構成と同等の集線・冗長機能とカバーエリアを確保し、且つ、最大の省電力

効果が得られる光集線ノード(PA)構成を提案した。PA 構成は、集線・波長振分機能を

代替できる光デバイスの組み合わせと、従来構成と同等のカバーエリアを確保するため

に必要となる光増幅器の個数が最小となる光増幅器の挿入場所を検討することで決定

した。PAの集線比を 64とした場合、PAの ONU側ポートから入力した上り信号は順番

に、WDMフィルタ、2分岐スプリッタ、周回性 AWG、自動レベル制御機能付き光増幅

器、32 分岐スプリッタを通過し、PAの OSU側ポートから出力する。一方で、PAの OSU

側ポートから入力した下り信号は順番に、光増幅器、周回性 AWG、64分岐スプリッタ、

WDM フィルタを通過し、PA の ONU 側ポートから出力する。自動レベル制御機能は、

上りバースト信号通過時以外は光減衰量を最大として、ASEが足し合わされる影響を軽

減し、且つ、自動レベル制御部に入力する光強度が 9 dBm以上の時は減衰量を 15 dBと

することで、受信信号が受信器の最大受光強度を超えることを防ぐことを可能とした。

最後に、提案技術における省電力効果を算出し、PAの集線比を 64とした場合に、集線

部分にかかる消費電力を 30 %削減可能であることを示した。これは、本章で決定した

PA を適用することで、光増幅器の追加による消費電力の増加よりも、L2SW の削減と

OSU数の低減による消費電力の削減が、十分大きいためである。 
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第4章  動的負荷分散技術 

4-1  はじめに 

波長可変型 WDM/TDM-PON において、負荷の高い OSU から負荷の低い OSU へ、

ONU の割当先を変更していくことで、複数 OSU 間でトラフィック負荷が均等になる

ように分散することができる。このように、複数 OSU間でトラフィック負荷を分散す

ることで、異なる OSUに所属するユーザ間のスループットを均一化し、ダウンロード

時間の不公平を解消することができる。 

 複数OSU間の負荷分散を実現するためには、以下に述べる 2つの技術が必要である。

一つ目は、フレームロスなく ONU内の光送受信器の設定波長を変更するための波長切

替シーケンスである。そして、二つ目は、複数 OSU間のトラフィック負荷を分散する

ために、ONU に収容先 OSU を割当てる動的負荷分散アルゴリズムである。これら 2

つの技術の先行研究は、後の 4-2 で説明する。一般的に、波長切替シーケンスは、ト

ラフィック遅延や変動を引き起こすため、その影響を小さくするために、少ない波長切

替回数で複数 OSU間のトラフィック負荷を分散するアルゴリズムが求められる。 

 そこで、本章では、少ない波長切替回数で複数 OSU間のトラフィック負荷を分散可

能な動的負荷分散アルゴリズムを提案する[1-4]。提案アルゴリズムは、波長可変型

WDM/TDM-PON において、単位時間あたりの波長切替回数である、波長切替頻度を

抑制しつつ、複数 OSU間の負荷を分散することができる。そして、512ユーザのリア

ルタイム動的負荷分散動作と、動的負荷分散動作が平均遅延に与える影響について実機

で評価する。最後に、複数 OSU 間の負荷を分散することで、異なる OSU に収容され

た複数 ONU間のスループットの公平性について評価する[5]。 

 本章の構成は以下の通りである。4-2 では、複数 OSU 間の負荷分散を実現するため

のキー技術である、波長可変シーケンスと動的波長割当アルゴリズムについて先行技術

を説明する。4-3 では、提案する動的負荷分散アルゴリズムを説明する。4-4 では、リ

アルタイム動的負荷分散動作を実験で評価する。4-5では、提案する動的負荷分散アル

ゴリズムを用いた場合の波長切替頻度が平均遅延に与える影響を実機で評価する。4-6

では、提案する動的負荷分散アルゴリズムを用いた場合の複数 ONU間のスループット

公平化を実機で評価する。最後に、4-7を本章のまとめとする。 
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4-2  先行研究 

 一つ目のキー技術として、これまでいくつかの波長切替シーケンスが提案されている

[6, 7]。[6]では、上りと下り通信のバッファ制御による、双方向のフレームロスなし波

長切替を提案している。[7]では、ONU毎のキュー状態の監視に基づいた、波長切替手

法を提案している。これらの研究より、フレームロスなしの波長切替によって、波長の

再割り当てを実現することができる。波長切替が実行されるときに、フレームロスを防

ぐために上り・下りトラフィックはバッファリングされるため、フレームロスなしの波

長切替は、遅延やトラフィック変動を引き起こす。更に、これらの遅延やトラフィック

変動が非常に大きい場合は、バッファ溢れを引き起こし、結果として、フレームロスや

スループットの劣化を引き起こす。そこで、スループットの劣化やフレームロスといっ

たペナルティを軽減して、波長切替による負荷分散を実現するために、波長の再割り当

て数は小さいほうがより。 

 二つめのキー技術として、今までに、いくつかの動的波長割当アルゴリズム（DWA: 

Dynamic Wavelength Allocation）が提案されている。上り通信のスケジューリングを

対象とした研究が参考文献[8-10]、下り通信のスケジューリングを対象とした研究が参

考文献[11]、そして、上りと下りの両方向の通信のスケジューリングを対象とした研究

が参考文献[12]で実施された。上り通信のスケジューリングを対象とした動的波長割当

アルゴリズムでは、余剰帯域はどの ONUであっても自由に使うことができ、必要であ

れば、ネットワーク内のどの ONUも任意の波長の利用可能なタイムスロットを使用す

ることができる[8-10]。また、参考文献[11]で提案されたネットワークアーキテクチャ

では、OLT内に冗長用の下り波長を用意し、複数 ONUで共用しており、そして、ONU

内には二つの受信器を備える。ここで、一つの受信器は、割当られた波長に設定されて

おり、そして、もう一つの受信器は、冗長用の波長に設定される。それぞれの波長は、

ONU 毎の帯域要求に従って、異なる数の ONU によって共用される。続いて、参考文

献[12]においては、それぞれの ONU への波長割当は、複数 ONU間の帯域使用率を向

上させるために、通信中に動的に再割り当てされる。参考文献[12]の目的は、全ての

ONUの送信要求を満たしつつ、スケジュール長を最小化することである。従って、こ

れらの先行研究より、複数 OSU間の負荷を分散することで、帯域を効率的に使用でき

ることを示している。しかしながら、これらの研究は、波長切替回数を削減することを

目的としていない。そこで、本章では、少ない波長切替回数で複数 OSU間の負荷を分

散する動的負荷分散（DLB: Dynamic Load Balancng）アルゴリズムを提案する。 

  



67 

 

4-3  提案する動的負荷分散技術 

4-3-1  システム構成 

 図 4-1 に、波長可変型 WDM/TDM-PON 構成を示す。それぞれの ONU は、波長可

変光送受信器を備える。光送信器は波長λU_1～λU_J の上り信号を出力し、光受信器は

波長λD_1～λD_Jの下り信号を受信する。OLTは、複数の OSUと、DLB制御部、そし

て、L2SW を備える。それぞれの OSU は、固定波長に設定された光送受信器と ONU

毎のトラフィックカウンタを備える。DLB 制御部は、前期トラフィックカウンタの値

を参照して、複数 OSU間のトラフィック負荷を分散するために、ONUに OSUを割当

てる。OSU#j（j=1,2,…,J）は、固定波長λD_jの下り信号を出力し、固定波長λU_jのバ

ースト上り信号を受信する。ONUは、波長可変光送受信器の送信波長と受信波長の両

方を変更することで任意の OSU と通信することができる。OLT 内の DLB 制御部は

OSU と ONU の割当を決定する。そして、L2SW はスイッチングテーブルに従って下

り信号を転送する。 

 

図 4-1 システム構成 
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4-3-2  動的負荷分散制御のシーケンス 

DLB制御は、図 4-2に示すように、以下の 3手順により実現する。 

 

I. 開始処理 

DLB制御部はONU#i（i=1,2,…,I）の時刻 t-Δtから tまでの間のトラフィック量を、

OSU内の全てのトラフィックカウンタから測定する。そして、測定値を Ti,tとする。 

II. DLB計算 

DLB制御部は、ONUと OSUの割当を決定し、再割り当てリストを作成する。 

III. 波長切替 

再割り当てリストに従って、スイッチングテーブルを書き換える。同時に、波長切

替によって ONUの接続先 OSUを変更する。 

 

手順 I、手順 II、そして、手順 IIIに要する時間をそれぞれ T1、T2、そして、T3とする。

この 3 つの手順は周期Δt で繰り返される。Δt は T1＋T2＋T3に等しい。手順 IIIにお

ける波長再割り当てにおいて、フレームロスなしの波長切替が重要である。波長切替が

実行されている間のフレームロスを防ぐために、下りトラフィックはバッファに蓄積さ

れる。データのバッファリングは、遅延やトラフィックの変動を引き起こすため、波長

切替回数は少ない方がよい。 

 

図 4-2 DLBシーケンス 
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4-3-3  動的負荷分散アルゴリズム 

 図 4-3に DLBアルゴリズムの概念図を示す。図 4-3中のバーの大きさは ONU毎の

トラフィック量を示し、バー内の数字は ONU 番号を示す。一例として、8 台の ONU

が4台のOSUへ接続する場合を示す。初期割当として、ONU#1-3、ONU#4-5、ONU#6-7、

そして、ONU#8、はそれぞれ、OSU#1、OSU#2、OSU#3、そして、OSU#4に接続す

る。後に説明する提案アルゴリズムでは、最もトラフィック負荷の大きい OSUに接続

する ONUのうち、最もトラフィック負荷の大きい OSUと最もトラフィック負荷の小

さい OSU のトラフィック負荷の差の半分に最も等しい量のトラフィック負荷である

ONU を、最もトラフィック負荷の小さい OSU へ再割り当てする。そして、その再割

り当てを繰り返す。図 4-3では、第一に ONU#3を OSU#1から OSU#4へ再割り当て

する。そして、次に、ONU#5を OSU#2から OSU#3へ再割り当てする。DLBアルゴ

リズムが計算を終えた後に、ONU#3と ONU#5の光送受信器の設定波長は同時に変更

される。 

 図 4-4 は、提案アルゴリズムのフローチャートを示す。表 4-1 は、アルゴリズム内

で使用したパラメータ一覧を示す。提案アルゴリズムでは、ONU毎のトラフィック量

の測定値として、移動平均を用いる。提案アルゴリズムは以下に示す 9つの手順から構

成される。 

 

手順 1：それぞれの ONUのトラフィック量の移動平均を算出する 

手順 2：前周期の割当を保存する 

手順 3：フローチャートのループ回数をカウントすることで、1DLB周期内の再割り当

て数が最大値を超えていないかを判断する 

手順 4：OSU#j(j=1,2,…,J)の時刻 t-Δtから tまでの間の総トラフィック量 Lj,t’を算出す

る 

手順 5：Lj,t’を昇順に並べ替える 

手順 6：最適なトラフィックの移動量であるαを算出する 

手順 7：αにトラフィック負荷が最も近い ONUを検索する 

手順 8：手順 7で選択した ONUを再割り当てした場合に、フェアネスインデックスが

向上するかどうかを判断する 

手順 9：手順 7 で選択した ONU を最も負荷の小さい OSU へ再割り当てするように、

再割り当てリストを更新する 

 

提案アルゴリズムでは、手順 3-9を n回繰り返すことで、n台の ONUの波長切替が再

割り当てリストに記入される。 

 

 提案アルゴリズム中で最も重要な手順は手順 7と 8である。以降では、提案アルゴリ
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ズムを用いた場合に、どのように、ONU の再割り当てにより複数 OSU 間のトラフィ

ック負荷の公平性が向上するのかを説明する。時刻 t における、それぞれの OSU のト

ラフィック間の公平性をジェインのフェアネスインデックス[13]で定義し、ft とする。

ftは式(4－1)で表すことができる。 
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 式(4－2b)より、αが(Lj_a,t-Lj_b,t)/2 に近い値であり、そして、(Lj_a,t-Lj_b,t)2 が大きな値

であればあるほど、Δft は大きな値となる。これは、トラフィック負荷が最も大きい

OSUに属する ONUのうち、最も負荷の大きな OSUと最も負荷の小さな OSUのトラ

フィック負荷の差の半分に等しいトラフィック負荷である ONUを、トラフィック負荷

が最も大きい OSU からトラフィック負荷が最も小さい OSU へ移動することで、時刻

t+Δt の公平度である ft+Δtは最も向上することを意味する。しかしながら、Δftが負の

値であるときに、フェアネスは劣化するため、Δftは正の値である必要がある。式(4－

2c)より、αが(Lj_a,t-Lj_b,t)より大きい場合は分子が正の値となるため、Δftは正の値とな

ることを示している。これは、選択した ONUのトラフィック量がトラフィック負荷が

最も大きい OSU とトラフィック負荷が最も小さい OSU のトラフィック負荷の差より
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も小さい場合に等しい。従って、Δftが正の値となる場合のみ、選択した ONU を再割

り当てする。Δftが負の値となった場合は、再割り当て計算は中止し、フェーズ III に

移行する。 

 式(4－2b)、及び、式(4－2c)は、それぞれ、手順 7、及び、手順 8 で実行される。手

順 7と手順 8により ONUを再割り当てすることで、一回の再割り当てで複数 OSU間

のトラフィック負荷の公平性を最も向上することができる。加えて、再割り当てする

ONUを選択する手順である、手順 3から手順 8は Δftが正の値である間繰り返される。

従って、提案する DLB アルゴリズムは、非常に少ない再割り当て数で、複数 OSU 間

のトラフィック負荷を公平に分散することができる。 

 

 

図 4-3 DLBアルゴリズムの概念 
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図 4-4 提案する DLBアルゴリズムのフローチャート 

 

表 4-1 パラメータリスト 
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4-4  動的負荷分散制御の実証検証 

 図 4-5(a)に下り伝送実験を行うための、波長可変型 WDM/TDM-PON システムの構

成を示す。加えて、図 4-5 (b)は、提案する DLBアルゴリズムを実装した OLT試作機

の写真である。このシステムは、1台の OLTと、2台の実 ONU、そして、510台の仮

想 ONUで構成される。実 ONUは、MPCP（Multi Point Control Protocol）制御部、

MAC（Media Access Control）処理部、そして 10 Gbps バーストモード波長可変光送

受信器[14]によって構成される。波長可変光送受信器の波長切替時間は、100 nsである。

ONU 台数の少ない実験構成で、大多数の ONU 間の DLB 制御を模擬するために、仮

想 ONUは存在しないが、仮想 ONU宛の下りトラフィックは入力した。40GbE、及び、

10GbEは、それぞれ、ネットワークテスタ（Spirent, SPT-N4U, version 4.41）と OLT

間、及び、実 ONU とネットワークテスタ間を接続した。ネットワークテスタは、

ONU#1-512 宛の下りトラフィックを出力し、ONU#1 と ONU#2 からの出力トラフィ

ックを入力した。510 台の仮想 ONU は、OLT に事前に登録し、そして、OLT は

ONU#1-512宛の下りトラフィックを送信した。そして、OLT内で 512台の ONUの動

的負荷分散動作を評価した。ONU#1と ONU#2のフレームロスと遅延をテストセンタ

で測定した。 

 OLTは 4台の OSU、1台の L2SW、そして、メインボードから構成される。このメ

インボードは、DLB制御部と SNI（Service Node Interface）部から成る[7]。OSUは

10 Gbit/s の固定波長に設定された光送受信器、MPCP 部、そして、MAC 制御部から

成る。この MAC 制御部は、ONU 毎の下りユニキャストトラフィックを測定する 512

個のユニキャストキューを含む。MPCP ブロックの動作は、[6]と等しい。GATE フレ

ームと λ-tuning GATEフレームは、OLTから ONU#1-512に送信する。ONU#1-2か

ら送信された、REPORTフレームと λ-tuning REPORTフレームを OLTは受信する。

λ-tuning REPORTフレームは仮想 ONUから受信できないので、仮想 ONUの波長切

替は、波長切替開始時刻から 2 ms経過後に完了したとみなした。実 ONUと仮想 ONU

の両方宛の下りユニキャストトラフィックは、OSU の MAC 処理部内の 512 個のユニ

キャストキューで測定した。DLB 制御部は、それぞれの OSU の 512 個のユニキャス

トキューの状態を監視し、それぞれのONUをOSUへ再割り当てした。DLB制御部は、

クロック周波数 156.25 MHz で動作する Nios II Embedded Processor 上で提案する

DLB アルゴリズムを動作した。実験では、下りトラフィックとして VLAN（Virtual 

Local Area Network）タグフレームを使用し、複数フローは VLAN タグ内の VID

（VLAN Identifier）によって識別した。SNI部は、スケジューラ、512個のユニキャ

ストキュー、8個の波長切替用キュー、VID処理部、そして、クラシファイアーで構成

される。ONUの再割り当てのために波長切替を実行している間、下りトラフィックを

バッファに蓄積してフレームロスを防ぐために、、波長切替用キューを使用する。VID

処理部は、VLAN タグ内の VID を、DLB 制御部によって決められた値に変更する。
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L2SW は、VID に従って、下りトラフィックを SNI によって決められた適切な OSU

へ転送する。 

 提案するDLBアルゴリズムがリアルタイムに動作することを確認するために、下りト

ラフィックはG. Kramerによって提案されたモデル [15]を使用した。パレート

substream数を1、ハーストパラメータを0.8として、5秒間のトラフィックパターンを

作成した。ONU毎の入力トラフィックレートを関数として変化させるために、ユーザ

毎のトラフィック負荷は0.05-50 Mbpsと定義した。実験では、入力トラフィックのフ

レーム長は1522 byteで固定長とし、そして、入力トラフィックのΔt秒間のトラフィッ

ク量が、G. Kramerによって提案されたモデルを使用して作成した下りトラフィックパ

ターンのトラフィック量と等しくなるようにフレーム数を決定した。図 4-5 (c)は、入

力トラフィックレートが0.05 MbpsのときのONU#1の入力トラフィックレートを示し

ている。DLB周期Δtは、手順IからIIIを繰り返す周期を示しており、50 msecに設定す

る。DLB周期一回の最大再割り当て数は4、DLB周期は2 msecとした。また、測定トラ

フィック量として、1秒間の移動平均を用いた。 
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続いて、図 4-6に ONU毎の入力トラフィックレートが 0.05 Mbpsの時の実験結果

を示す。図 4-6 (a)は DLB制御を行わなかった場合の OSU毎の下りトラフィックを示

し、図 4-6(b)は DLB制御を行った場合の OSU毎の下りトラフィックを示す。ONU#1

も ONU#2も測定中のフレームロスはなかった。図 4-6(a)、及び、図 4-6(b)のフェア

ネスインデックス ftの 5秒間の平均値は、それぞれ、0.981、及び、0.998であった。ft

が最大値である 1に近い値であるほど、複数 OSU間のトラフィック負荷の公平性は高

いので、提案するアルゴリズムが複数 OSU間の公平性を向上していることを示した。 

図 4-6(c)にそれぞれの OSUに割り当てられている ONU数を示す。それぞれの OSU

に割り当てられる ONU 数はトラフィック負荷によって変わる。例えば、図 4-6(b)の

0.2 秒において OSU#1 のトラフィック負荷が急激に増加したときに、図 4-6(c)より

OSU#1 に割り当てられた ONU 数は急激に減少している。これらの実験結果より、提

案する DLB アルゴリズムを用いることで、512 台の ONU のトラフィック負荷を複数

OSU間でリアルタイムに分散できていることを示した。 

図 4-6 (d)は、512台の ONUのうち、Δt秒間に波長の再割り当てを行った ONU数

を示す。そして、1秒間に、ある特定の ONUが波長切替を行う回数を切替頻度と定義

する。すると、それぞれの ONUスループットにおける、図 4-6(d)に示す 5秒間の切替

頻度の平均は、0.12 回/秒であった。続いて、比較対象として、トラフィック負荷を分

散するための従来手法であるラウンドロビンアルゴリズムを用いた場合の切替頻度を

計算する。ラウンドロビンアルゴリズムは、周期Δt 毎に、ONU をランダムに 1 台ず

つ選択し、複数 OSU に順番に割り当てる方法を示す。4 台の OSU でシステムが構成

される場合、ある特定のONUがΔt毎に再割り当てされる確率は75 %である。従って、

それぞれの ONUの切替頻度は、Δtを 50 msとした場合に、(1/0.05)·0.75=15 回/秒と

計算できる。提案アルゴリズムを用いた場合の切替頻度は 0.12 回/秒であるため、提案

アルゴリズムを用いた場合は、ラウンドロビンアルゴリズムを用いた場合に比べて、切

替周期を 15/0.12=1/125に削減することができる。 

図 4-7 に、ONU 毎の入力トラフィックレートを変更した場合の DLB 動作結果を示

す。ONU#1 と ONU#2 のどちらもフレームロスは発生しなかった。図 4-7 (a)は、フ

ェアネスインデックスである ftの 5秒間平均値を示す。DLB制御なしの場合、ONU毎

の入力トラフィックレートが増えるに従って、フェアネスインデックスの平均値が増加

する。これは、入力トラフィックレートが大きい場合、生成したトラフィックモデルに

おいて、複数 OSU 間のトラフィック負荷の不均一性が減少するためである。ONU 毎

の入力トラフィックレートが 0.05 Mbpsから 50 Mbpsの全ての場合において、DLB制

御ありの場合の ftの平均値は、DLB 制御なしの場合よりも高い値であったため、提案

した DLB アルゴリズムは複数 OSU 間の負荷の均一性を向上させることができること

を示した。 

図 4-7 (b)に、切替頻度の 5秒間平均値を示す。DLB制御ありの場合の切替頻度の平
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均は、入力トラフィックレートが 0.05 Mbps、0.5 Mbps、5 Mbps、及び 50 Mbps にお

いて、それぞれ 0.12回/秒、0.57回/秒、0.57回/秒、及び、0.28回/秒であった。従って、

ONU毎の入力トラフィックレートが 0.05 Mbpsから 50 Mbpsの場合において、提案

アルゴリズムを用いた場合の切替頻度は 0.6 回/秒以下となった。従来手法であるラウ

ンドロビンアルゴリズムを用いた場合の切替頻度は 15回/秒と計算できるため、提案す

るアルゴリズムは、ラウンドロビンアルゴリズムに比べて、切替頻度を 15/0.6＝1/25

に低減することができる。更に、入力レートが大きい場合も切替頻度に有意な増加はな

かった。 
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(d) 

図 4-6 ONUの入力レートが 0.05 Mbps の時の実験結果 

(a) DLB制御なしの場合の OSU毎の下りトラフィック 

(b) DLB制御ありの場合の OSU毎の下りトラフィック 

(c) それぞれの OSUに収容される ONU数 

(d) △t毎の波長切替数 
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(a) 

 

(b) 

図 4-7 ONU毎の入力トラフィックレートを変更した場合の

DLB動作結果 

(a) フェアネスインデックスの 5秒間平均 

(b) 切替頻度の 5秒間平均 
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4-5  平均遅延の検証実験 

初めに、1回の波長切替による遅延劣化を測定するために最大遅延を測定した。続いて、

使用するアルゴリズムに依る遅延劣化の差を明確化するために、さまざまな切替周期にお

ける平均遅延を測定した。アルゴリズムは、提案するDLBアルゴリズムとラウンドロビン

アルゴリズムを用いた。 

 30秒間の下りトラフィックを、ネットワークテスタからONU#1-512へ送信した。本

章では、波長切替の影響のみを評価し、トラフィック変動の影響を除外するために、固

定レートのトラフィックを入力した。前章では、動的に変動するレートのトラフィック

を入力していたため、入力レートの条件が異なる。ONU毎の下りビットレートは、0.05 

Mbpsから50 Mbpsに設定した。初期割当として、ONU#1-128、ONU#129-256、

ONU#257-384、及び、ONU#385-512は、それぞれ、OSU#1、OSU#2、OSU#3、及

び、OSU#4に属することとした。ONU#1-2の切替頻度は、最大遅延の測定時は20 回/

秒、平均遅延の測定時は0.6から20 回/秒に設定した。DLB周期Δtは50 msに設定した

ので、33·Δt、20·Δt、10·Δt、5·Δt、2·Δt、及び、1·Δtの切替間隔は、それぞれ、切替頻

度で表すと、0.6 回/秒、1 回/秒、2 回/秒、4 回/秒、10 回/秒、及び、20 回/秒に相当

する。ONU#1-2の最大遅延と平均遅延は、ONU内の光送受信器の設定波長をλ1とλ2で

交互に切り替えながら、同時に測定した。 

表 4-2に、ONUあたりの入力トラフィックレートが 0.05 Mbps から 50 Mbpsの場

合の最大遅延の測定結果を示す。ONU#1と ONU#2のどちらもフレームロスは発生し

なかった。表 4-2 より、最大遅延の全ての測定結果の誤差が 10 %以内であったため、

波長切替を 1回行ったときの最大遅延は、ONU毎の入力トラフィックレートや平均切

替頻度に関係なく、等しくなることを示した。最大遅延は 5.02 ms以下であった、従っ

て、フレームロスなしの波長切替は、5.02 ms以下の遅延を生ずる。波長切替による遅

延劣化は、およそ DBA周期長である 2 msの 2倍となる。この結果は参考文献[6]とほ

ぼ等しい。 

 波長切替を実行するときのフレームロスを防ぐために、下りトラフィックは 5.02 ms

以下の時間だけバッファに蓄積されるため、平均遅延は切替頻度に従って増加する。図 

4-8 に ONU 毎の入力レートを変更した場合における、ONU#1 の平均切替頻度に対す

る平均遅延の測定結果を示す。表 4-2に示すように、ONU#1と ONU#2の最大遅延は

ほぼ等しかったため、ONU#1 と ONU#2 の平均遅延もほぼ等しくなると想定される。

従って、図 4-8には、ONU#1の結果のみを記載した。丸点、上三角点、下三角点、及

び、四角点は、それぞれ、ONU毎の入力レートが 0.05 Mbps、0.5 Mbps、5 Mbps、

そして、50 Mbps のときの測定結果を示す。点線は、切替を実行した時と切替を実行

しなかった時の、それぞれの入力レートの平均を示す。切替を実行しなかった時、全

512 台の ONU は、OSU 毎に 128 台ずつ接続した 4 グループに分けられ、再割り当て

は行わなかった。測定中は、ONU#1と ONU#2でフレームロスは発生しなかった。切
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替を実行しなかった時の平均遅延は 154 μs であり、最大遅延は ONU 毎の入力トラフ

ィックレートに関わらず、ほぼ一定であった。加えて、平均遅延は、平均切替頻度に従

って増加した。 

 図 4-8より、提案する DLBアルゴリズム、及び、ラウンドロビンアルゴリズムの平

均切替頻度は 0.6 回/秒、及び、15 回/秒であったため、それぞれの平均遅延は、167 μs、

及び、314 μsとなると予想される。提案する DLBアルゴリズム、及び、ラウンドロビ

ンアルゴリズムを用いた場合は、動的負荷分散を行うことで、それぞれ、平均遅延が

13 μs、及び 160 μs増加する。提案する DLBアルゴリズムでは切替頻度を大幅に削減

することができるため、平均遅延の増加はほとんど無視できるほど小さい。従って、提

案する DLBアルゴリズムを用いた動的負荷分散制御では、平均遅延にほとんど影響が

ないと言える。 

 

表 4-2 ONUの入力レートを変更した場合の最大遅延の測定値 

 

 

  

 Input traffic rate 

per ONU [Mbps]

Maximum latency [ms]

ONU#1 ONU#2

0.05 4.68 5.02

0.5 4.91 4.87

5 4.77 4.78

50 4.83 4.87

 

図 4-8 ONUの入力レートを変更した場合の平均遅延と切替頻度の関係 
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4-6  スループット公平化 

4-6-1  スループット公平化の仕組み 

 これまで提案した動的負荷分散アルゴリズムを用いることで、少ない波長切替数で複

数 OSU間のトラフィック負荷を分散できることを示した。本節では、更に、複数 OSU

間のトラフィック負荷を分散することで、異なる OSUに接続する複数の OSU間のスル

ープットが公平化する仕組みを説明する。図 4-9(b)及び(c)は、それぞれ、DLB 制御な

し及び DLB 制御ありの場合の下りスループットの時間変動を示す。スループットは、

L2SW と OSU#1 の間の高負荷のリンクである(A)と、L2SW と OSU#4 の間の低負荷のリ

ンクである(B)において測定した。図 4-9 (b)及び(c)中の、点線及び実線は、それぞれ、

各 OSUの最大帯域、及び、各 OSUと通信する全ての ONUの総消費帯域を示す。最大

帯域と消費帯域の差は、追加で使用可能な帯域に等しい。そして、OSU#1 は OSU#4 よ

りも高負荷であり、そして、ONU#1 は OSU#1と通信し、ONU#2 は OSU#4 と通信して

いるとした。さらに、同時に ONU#1 と ONU#2 に向けて同レートのダウンストリーム

を入力し、結果として、高負荷であるOSU#1のみ輻輳すると仮定した。ONU#1とONU#2

の入力トラフィックは、図 4-9 (b)及び(c)の斜線塗りつぶしで示した。 

 図 4-9 (b)の(A)に示すように、DLB 制御なしの場合は、OSU#1 の総入力レートは最

大帯域を超えている。従って、ONU#1のフレームロスが発生し、ONU#1 のスループッ

トは低下する。一方で、図 4-9 (b)の(B)に示すように、DLB制御ありの場合は、OSU#1

の総入力レートは最大帯域を超えていないため、フレームロスは発生せず、スループッ

トも低下しない。従って、OSU 間のトラフィック負荷の不均衡のために、ONU#1 と

ONU#2 のスループットに差が生じてしまう。 

DLB制御ありの場合は、図 4-9 (c)の(A)と(B)に示すように、複数OSU間のトラフィッ

ク負荷は公平に分散されているため、それぞれのOSUの追加で入力可能な最大スループ

ットは等しい。従って、OSU#1とOSU#2の総入力レートが最大帯域よりも小さい場合は、

フレームロスは発生せず、スループットも低下しないため、異なるOSUと通信する

ONU#1とONU#2間の最大スループットが等しくなる。一方で、OSU#1とOSU#2の総入

力レートが最大帯域よりも小さい場合は、異なるOSUと通信するONU#1とONU#2間の

フレームロス率とスループットは、ONU間で等しい値に近づく。 



83 

 

 

(a) 

 

(b)             (c) 

図 4-9 (a) システム構成，(b) DLB制御なしの場合のスループット変動，(c) DLB制

御ありの場合のスループット変動 
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4-6-2  スループット公平化の実証実験 

 図 4-9(a)で示す 40 Gbps 波長可変型WDM/TDM-PON において、異なる OSU と通信

する ONUのスループットとフレームロスを測定した。ネットワークテスタは、40 GbE

リンクを通して SNIに向けて ONU#1-512 の下りトラフィックを送信した。そして、ネ

ットワークテスタは、10 GbE リンクを通して、ONU#1-2の UNIから出力されるフレー

ムを受信し、ONU#1-2のスループットとフレームロスを測定した。表 4-3に、ONUへ

の OSUの初期割当と、ONU#1-512への入力トラフィックを示す。ONU#3-512 へ向けて

入力した背景トラフィックと、ONU#1-2へ向けて入力した測定用トラフィックは、ONU

毎に個別にセルフシミラートラフィック発生モデル[15]を用いて発生させた。1 つのパ

レートサブストリームを用い、ハーストパラメータを 0.8 として、6 秒間のセルフシミ

ラートラフィックを作成した。ONU#1-256、及び、ONU#257-512 のユーザあたりのト

ラフィック負荷は、それぞれ、50 Mbps/user及び5 Mbps/userに設定した。従って、OSU#1-2

及び OSU#3-4の背景トラフィックは、それぞれ、約 6.4 Gbps及び 640 Mbpsとなった。

背景トラフィックに加えて、ONU#1 と ONU#2 に 3.6 Gbps の固定レートのトラフィッ

クを 2.4 から 5.4 秒の間だけ、同時に入力して、大容量データのダウンロードを模擬し

た。入力フレームのフレーム長は、1522 Byteで固定とした。 

 

表 4-3 入力トラフィックレート 

 

 

 図 4-10(a)及び(b)は、それぞれ、DLB制御なし、及び、DLB制御ありの場合の OSU#1-4

の下りトラフィック負荷の時間変動を示す。再割り当て周期に等しい、50 ms 間隔で測

定した測定値を示す。点線は、それぞれの OSUの最大帯域である 8.6 Gbps を示す。図 

4-10 (a)の 2.4 から 5.4秒に示すように、DLB制御なしの場合は、OSU#1 への総入力ト

ラフィックは最大帯域を超えている一方で、OSU#2 への総入力トラフィックは、最大

帯域を超えていない。一方で、図 4-10 (b)に示すように、DLB制御ありの場合は、ど

の OSUの総入力トラフィックも最大帯域を超えていない。加えて、図 4-10 (a)及び図 

ONU#
Initial 

allocation

Traffic

model

Input 

rate 

[Mbps]

Time 

[sec]

Background

traffic

3 – 128 OSU#1 Self-similar 50 0 – 6

129 – 256 OSU#2 Self-similar 50 0 – 6

257 – 384 OSU#3 Self-similar 5 0 – 6

385 – 512 OSU#4 Self-similar 5 0 – 6

Measuring 

traffic

1 OSU#1
Self-similar 50 0 – 6

Fixed rate 3600 2.4 – 5.4

2 OSU#4
Self-similar 50 0 – 6

Fixed rate 3600 2.4 – 5.4



85 

 

4-10 (b)全体の、各 OSUの下りスループットのフェアネスインデックスの平均は、それ

ぞれ、0.68 及び 0.93であった。図 4-10 (b)のフェアネスインデックスの平均は、図 4-10 

(a)のフェアネスインデックスの平均よりも大きな値であったため、提案する DLB制御

を適用することで、複数 OSU間のトラフィック負荷の公平性が向上していることを確

認した。 

 図 4-11(a)及び図 4-11 (b)に、それぞれ、DLB 制御なし、及び DLB 制御ありの場合

の ONU#1-2 の下りスループットの時間変動を示す。図 4-11 (a)に示すように、DLB制

御を行わない場合は、時間 2.4から 5.4秒における ONU#1 及び ONU#2の平均スループ

ットは、それぞれ 1.99 Gbps 及び 3.71 Gbps であった。また、OSU#1 のスループットは、

大きく時間変動している。そして、ONU#2 の平均スループットは、ONU#1 の平均スル

ープットの 1.86 倍であった。従って、大容量ファイルをダウンロードしようとした場

合に、ダウンロードに要する時間は、ONU#1 と ONU#2 で約 2倍異なる。加えて、時間

2.4から 5.4 秒におけるフレームロス数は、ONU#1 及び ONU#2 で、それぞれ、4.4×10
6、

及び 0であった。ONU#1 のトラフィックを入力することで、OSU#1 の入力レートが最

大帯域を超えてしまうため、ONU#1 のフレームロスのみが発生した。 

 図 4-11 (b)より、時間 2.4から 5.4秒における、ONU#1 および ONU#2 の平均スルー

プットは、それぞれ 3.72 Gbps 及び 3.69 Gbpsであった。ONU#2 の平均スループットは、

ONU#1 の平均スループットの 0.99 倍であった。従って、提案する DLB 制御を適用す

ることで、大容量ファイルをダウンロードしようとした場合に、ダウンロードに要する

時間は、ONU#1 と ONU#2 でほぼ均一に近づいた。加えて、時間 2.4から 5.4 秒におけ

るフレームロス数は、ONU#1 及び ONU#2 で、それぞれ、3.84×10
3フレーム、及び 4.31

×10
3 フレームであった。大部分のフレームロスは、時刻 2.6 秒において発生した。こ

れは、ONU#1 が接続する OSU#3 と、ONU#2 が接続する OSU#4の総入力レートが最大

レートを瞬間的に超えたためだと考えられる。このことは、提案する DLB 制御によっ

て、OSU#3 と OSU#4 に接続する ONU 数が減少した後は、追加のフレームロスが発生

していないことからも説明できる。 
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(a) 

 

(b) 

図 4-10 OSU毎の下りトラフィック負荷の時間変動 

(a) DLB制御なし，(b) DLB制御あり 
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(a) 

 

(b) 

図 4-11 ONU#1と ONU#2の下りスループットの時間変動 

(a) DLB制御なしの場合，(b) DLB制御ありの場合 
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4-7  本章のまとめ 

 少ない波長切替数で複数 OSU 間のトラフィック負荷を分散できる動的負荷分散

(DLB)アルゴリズムを提案し、我々の知る限り初めて波長可変型 WDM/TDM-PON にお

ける動的負荷分散動作を実機で実現した。提案する DLB アルゴリズムを実機実装し、

切替頻度が平均遅延に与える影響を評価した。DLB アルゴリズムを用いることで、た

った 1 回の波長切替で複数 OSU 間のトラフィック負荷の偏りを最も改善できるため、

トラフィック負荷を分散するための波長切替数を少なくすることができる。まず初めに、

DLB アルゴリズムを用いることで 512 台の ONU のトラフィック負荷を 4 台の OSU 間

でリアルタイムに分散できることを示した。続いて、DLB アルゴリズムを用いた動的

負荷分散動作は、ラウンドロビンアルゴリズムを用いた動的負荷分散動作に比べて、切

替頻度を 25分の 1に削減できることを示した。この実験結果は、ONUの入力レートが

0.05 Mbps から 50 Mbpsにおいて測定した。最後に、DLBアルゴリズムが平均遅延に与

える影響を評価した。様々な切替頻度で測定した平均遅延の測定結果から、DLB アル

ゴリズム、及び、ラウンドロビンアルゴリズムを用いた場合の平均遅延の増加分は、そ

れぞれ、13 μs、及び、160 μs であった。これは、提案した DLBアルゴリズムが平均遅

延にほとんど影響しないことを示している。このように、平均遅延にほとんど影響しな

いのは、DLB アルゴリズムが切替頻度を大幅に削減できるためである。実験結果によ

り、我々の提案する DLB アルゴリズムが、非常に少ない波長切替数で、リアルタイム

に 512台の ONUのトラフィック負荷を分散し、平均遅延にほぼ影響がないことを示し

た。 

 続いて、波長可変型 WDM/TDM-PON に提案する DLB 制御を適用することで、異な

る OSUに収容される複数 ONU間で公平なスループット制御を実現した。まず初めに、

複数 OSU 間の利用帯域を公平化した場合に、複数 ONU 間で公平なスループットに達

成するスループット公平化のメカニズムを説明した。次に、DLB 制御を適用した場合

と適用しない場合で、スループットとフレームロスの公平性を評価した。提案する DLB

制御を適用した実験により、高負荷の OSUと低負荷の OSUに接続する ONUの平均ス

ループットの比を 1.88 から 0.99 に低減したこと、そして同時に、総フレームロス率を

3 桁改善したことを示した。これらの実験結果より、複数 OSU 間のトラフィック負荷

が異なる場合も、DLB 制御を適用することで、異なる OSU に接続する複数 ONU 間で

公平なスループットをリアルタイムに提供できることを示した。 
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第5章  高速波長切替技術 

5-1  はじめに 

先行研究では、波長可変型WDM/TDM-PONにおいて、フレームロスなしの波長切替

を実現する波長切替シーケンスがいくつか提案されている[1, 2]。この手順では、OLT

が波長切替対象のONU宛に波長切替ゲートを送信することで波長切替を指示し、ONU

は波長切替ゲート受信後に波長切替を実行し、そして、OLTに向かって波長切替完了フ

レームを送信する。OLTは、この波長切替完了フレームを受信した後に、ONUに対し

て上り送信許可を与える。このような手順とすることで、OLTは、ONU内の波長可変

光送受信器の波長切替時間を把握していなくても、波長切替完了後に通信再開を指示す

ることができるので、フレームロスなく波長切替を達成することができる。 

 一方で、波長可変性に加えて、収容局内装置の集約による設備投資コスト/運用コス

トの削減のために、光アクセスシステムの多分岐数と長延化の要求がある。これらの要

求を満たすために、多数の研究が行われている[3-5]。参考文献[5]では、40 km、1024

分岐の波長可変型WDM/TDM-PONのフィールドトライアルに成功している。しかし、

このフィールドトライアルは、物理層だけに限定しており、MAC層の実現可能性は評

価していない。 

 多分岐 PONシステムでは、制御信号のオーバーヘッドの比率を削減するために、

DBA周期を長くすることが必要である[6]。また、長延化 PONシステムにおいても、

伝搬遅延が増加するために、DBA周期を長くすることが必要である[7, 8]。しかしなが

ら、従来の波長切替シーケンスでは、OLTと ONU間の制御信号のやりとりによって、

波長切替完了を確認しているため[1, 2]、DBA周期が長い場合は、波長切替にかかる時

間が増加し、波長切替中のフレームロスを防ぐためのバッファリング時間が長くなるた

め、ONUまたは OLT内に大きなバッファ容量が必要となる。従って、DBA周期が長

い場合は、必要となるバッファ容量の拡張に伴って、システムコストと消費電力が増大

する。 

 そこで、本章では、DBA 周期長に関わらず、波長切替遅延を短縮するフレームロス

なしの高速波長切替シーケンスを提案する[9]。提案シーケンスでは、波長切替の完了

時刻を、事前に登録しておいた ONU内の波長可変光送受信器の波長切替時間と波長切

替開始時刻を用いた計算により算出する。波長切替時の上りフレームと下りフレームの

バッファリングは、前記計算に基づいて決定された波長切替の完了時刻に解除すること

で、フレームロスを防ぐ。従って、提案シーケンスでは、ONU内の波長可変光送受信

器の波長切替時間を事前に登録しておくことで、波長切替の完了時刻を計算により算出

し、ONUから送信された波長切替完了フレームの到着を待つことなく、フレームロス

なしの波長切替を達成する。更に、波長切替後すぐに通信を再開することができるため、
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提案シーケンスを用いることで、従来シーケンスを用いた場合に比べて、波長切替遅延

を、DBA周期長に依存しない短時間に短縮することができる。 

 更に、従来シーケンス及び提案シーケンスを実装した 40 Gbit/s 波長可変型

WDM/TDM-PONの試作機を用いて、DBA周期長を変更した時の最大遅延を評価する。

加えて、上り最大スループットを向上することができるグラント決定手法を備えた提案

シーケンスについても実機評価する。 

本章の構成は以下の通りである。まず、5-2 にて従来の波長切替シーケンスを説明し

た後に、5-3 にて提案する波長切替シーケンスを説明する。更に、提案する波長切替シ

ーケンス中で用いることで最大上りスループットを向上できるグラント決定手法を 5-4 

にて提案する。続いて、5-5 、及び、5-6 において、提案する波長切替シーケンスを

40G級波長可変型WDM/TDM-PONに実装した場合の、最大遅延、及び、最大上りス

ループットの実験結果を示す。最後に 5-7 を本章のまとめとする。  
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5-2  従来の波長切替シーケンス 

 図 5-1 に波長可変型 WDM/TDM-PON 構成を示す。それぞれの ONU は、出力波長

をλD_1~λD_4 に設定可能な波長可変光送信器と、受信波長をλU_1~λU_4 に設定可能な

波長可変光受信器を備える。OLT はいくつかの OSU、動的波長帯域割当（DWBA: 

Dynamic Wavelength Bandwidth Allocation）計算部、そして、L2SWを備える。L2SW

はスイッチングテーブルに従って、入力フレームを出力ポートへ転送する。それぞれの

OSUは、固定波長を送受信する光送受信器とMACを備える。OSU#j（j =1,2,3,4）は、

固定波長λD_j の下り信号を出力し、そして、固定波長λU_j の上りバースト信号を受信

する。ONU は、受信波長と送信波長の両方を変更することで、任意の OSU と通信す

ることができる。DWBA 計算部は、動的波長割当（DWA: Dynamic Wavelength 

Allocation）と動的帯域割当（DBA: Dynamic Bandwidth Allocation）を実行する。DWA

は、負荷分散や省電力化といった目標を達成するために、それぞれの ONUに新しい波

長を自動的に割当てる。DBA は、複数 ONU 間で上り割当帯域を公平化するために、

自動的にグラントサイズを決定し ONUに通信許可時間を割当て、更に、複数 ONUの

上りフレームの衝突を避けるために、通信開始時刻を ONUへ指示する。L2SWは、SW

テーブルに従って、下りフレームをコアネットワークからフレームの宛先 OSUへ向か

って転送する。SW テーブルは、DWA 計算によって決められた波長割当に従って、書

き換えられる。 

 

図 5-1 波長可変型WDM/TDM-PON構成 

 

 動的に波長を切り替えるために、OLT内の DWA計算に従って、ONU内の受信波長

と送信波長を変更する動作が求められる。DWA動作自体が信号品質を劣化させないた

めに、上り通信と下り通信の両方でフレームロスを防ぐことが必要である。図 5-2に、

参考文献[1]で提案された従来シーケンスを示す。一例として、ONU#1の所属する OSU
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が OSU#1から OSU#2へ変更される場合を示す。このシーケンスは、以下に示す手順

で実行される。 

 

 

図 5-2 従来の波長可変シーケンス 

 

手順 1：DWA計算は、ONUへ接続先 OSUを割当てる。 

手順 2：DWA 計算に従って、波長切替ゲートフレームが波長切替対象 ONU へ送信さ

れる。波長切替ゲートフレームは、新しい割当波長情報と、波長切替開始時刻

である T1を含む。 

手順 3：新しい接続先 OSU から送信されたゲートフレームへの応答として、ONU は

波長切替完了レポートを送信する。 
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DBA 遅延として定義する。式(5－1)中の 2×TDBAは DBA 遅延であり、式(5－1)中の 2

×TDBA＋Treport は、波長切替遅延である。ONU からの波長切替完了レポートが到達し

てから、データフレームの送信許可が与えられるまでに数 DBA周期かかるため、上り

信号の波長切替遅延は DBA周期長に比例する。 

 下り信号をフレームロスなく波長切替するためには、更に２点の要求がある。まず初

めに、OSU 内の下りバッファ内のフレームを全て排出するために十分な時間を波長切

替開始時刻である T1の前に設定する必要がある。続いて、新たに割当られた OSU は、

波長切替が完了するまで、データフレームをバッファリングし続ける必要がある。従っ

て、下りフレームをフレームロスなく波長切替するためには、波長切替に要する時間で

あるΔt2_cを賄うために十分大きなバッファ容量を OSU 内に備える必要がある。Δt2_c

を式(5－2)で示す。 

Δt2_c= min{n∈Z|(TL+Tλ)/TDBA ≤n} ×TDBA +RTTMAX      (5－2) 

式(5－2)中のmin{n∈Z|(TL+Tλ)/TDBA≤n}は、(TL+Tλ)/TDBA以上の最小の整数を示す。Tλ

と RTTMAXは、それぞれ、ONU 内の光送受信器の波長切替時間と複数 ONU の最大ラ

ウンドトリップタイム（RTT：Round Trip Time）を示す。また、式(5－2)は、全て波

長切替遅延である。従って、波長切替遅延は DBA周期長に比例して増加する。それは、

ONUが送信した波長切替完了レポートをOSUが受信するまでに数DBA周期要するた

めである。従って、従来手法においては、上りと下り信号の波長切替遅延は DBA周期

長に比例するため、DBA 周期長が長い場合は、フレームロスなく波長切替するために

必要なバッファサイズを拡張する必要があり、装置費用と消費電力が増大する。 
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5-3  提案する波長切替シーケンス 

 提案するシステム構成は、DWBA計算部の機能を除いて、図 5-1に示した従来のシ

ステム構成と等しい。従来の DWBA計算部が、DWA計算と DBA計算を独立して行っ

ていたのに対して、提案する DWBA計算部は、DWA計算と DBA計算を同時に行う。  

 図 5-3に提案する波長切替シーケンスを示す。提案シーケンスでは、DWBA計算部

は、まず初めに各 ONUへ新しい割当帯域を自動的に決定する。次に、全ての ONUの

帯域要求を集約し、波長割当に従って、全ての ONUに対して上り送信許可と上り通信

開始時刻を決定する。 

 

 

 提案する波長切替シーケンスは、以降に示す 3手順である。一例として、ONU#1を

OSU#1から OSU#2へ再割り当てした場合を示す。 

 

手順 1：DWBA 計算部は、OSU への新しい ONU 割当と、ONU グラントの両方を決

定する。上りグラントの決定手法は、後の 5-4 で示す。 

手順 2：DWBA 計算に従って、波長切替ゲートフレームを波長切替対象 ONU へ送信

する。波長切替ゲートフレームは、新規割当波長、波長切替の開始時刻である

T1、そして、レポートグラントとデータグラントを含む。 

手順 3：波長切替前に接続していた OSU から与えられた波長切替ゲートフレームの指

示に従って、ONU は、波長切替後に、データフレームとレポートフレームを

送信する。 

 

 

図 5-3 提案する波長切替シーケンス 
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 図 5-3 は、提案する波長切替シーケンスを用いて、フレームロスなしの波長切替を

行った場合の OLT と ONU のバッファ制御も示す。上り通信に対して、波長切替前に

接続していたOSUから与えられた波長切替ゲートフレームの指示に従って、ONUは、

上りデータフレームを送信する。従って、波長切替に要する時間であるΔt1_pを賄うの

に十分大きなバッファ容量を ONU内に備えることで、フレームロスを防ぐことができ

る。Δt1_pは、式(5－3)で表される。 

Δt1_p=2×TDBA + TL+Tλ      (5－3) 

ここで、式(5－3)中の 2×TDBAは DBA遅延であり、式(5－3)中の TL+Tλは波長切替遅延

である。提案する波長切替シーケンスでは、波長切替前に接続していた OSUから送信

された波長切替ゲートフレーム中に、データグラントとレポートグラントの割当てが行

われているので、波長切替後に新たに接続した OSUから送信されたゲートフレームに

従って上り通信を再開する必要がない。そこで、波長切替遅延は DBA周期長に依存し

ない。 

 下り通信においては、従来の波長切替シーケンスと同様に、フレームロスなしの波長

切替を達成するために 2 点必要である。まず初めに、OSU 内バッファに蓄積された下

りフレームを排出するために、波長切替開始時刻である T1の前に十分な時間を確保す

ることである。続いて、二つめは、新しく割り当てられた OSUは、波長切替の完了ま

で下りフレームをバッファリングし続けることである。提案する波長切替シーケンスで

は、波長切替に要する時間であるΔt2_pを賄うのに十分大きなバッファ容量を OSU 内

に備えることで、フレームロスすることなく、波長切替を行うことができる。Δt2_pは

式(5－4)で与えられる。 

Δt2_p= TL+Tλ      (5－4) 

式(5－4)は、波長切替遅延を示す。下りバッファ蓄積は、OLTによって決められた時刻

に解除されるので、ONUからの波長切替完了フレームの到着を待つ必要がない。そこ

で、波長切替遅延は、DBA 周期長に依存しない。従って、提案する波長切替シーケン

スを用いた場合は、上り通信と下り通信の波長切替遅延は、DBA 周期長に依存しない

ため、装置費用と消費電力は DBA 周期長に従って増加せず、DBA 周期長の影響を受

けない。 
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5-4  最大上りスループットを向上するグラント決定手法 

 DBA 周期長に依存しない波長切替遅延を達成するために、提案シーケンス中の波長

切替ゲートフレームはレポートグラントとデータグラントを含む。DWBA 計算部は、

新しい割当波長に加えて、レポートフレームとデータフレームのためのグラントサイズ

と送信開始時刻を決定する。従って、本章では、グラント決定手法を提案する。提案す

るグラント決定手法では、高い上りスループットを実現するために、波長切替対象であ

るONUと波長切替対象でないONU両方のレポートグラントとデータグラントを割当

てる。提案するグラント決定手法の上りフレーム配置を図 5-4 に示す。G と R は、そ

れぞれ、ゲートフレームとレポートフレームを表す。Rn と Rs は、それぞれ、波長切

替対象でない ONUから送信されるレポートフレームの送信ウィンドウと、波長切替対

象である ONUから送信されるレポートフレームの送信ウィンドウを示す。U2は、Rn

と Rs の間の空きウィンドウである。U1 は、波長切替対象 ONU と波長切替対象でな

い ONU の両方から送信されるデータ信号の送信ウィンドウである。Rn、U2、そして

Rs の合計で与えられるウィンドウは、以降、レポートウィンドウと呼ぶ。レポートウ

ィンドウは、レポートフレームの送信ウィンドウと ONU 内の TRx の波長可変時間の

合計に等しい。Rsは、波長切替対象 ONU内の TRxの波長可変時間を最大化するため

に、レポートウィンドウの最後に設定する。 

 

 グラント割当手法は、次に示す手順により実行する 

G-Step1：波長切替対象でない ONU のレポートフレームのグラントを、Rn のスロッ

トに割り当てる。 

G-Step2：波長切替対象 ONUのレポートフレームのグラントを、Rsのスロットに割り

当てる。 

G-Step3：波長切替対象 ONU と波長切替対象でない ONU のデータフレームのグラン

トを、U1のスロットに割り当てる。 

 

図 5-4 提案するグラント決定手法による上りフレームの配置 
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 レポートフレーム数が小さいときや、ONU内波長可変光送受信器の波長切替時間が

長いときは、U2 が長くなってしまう。そして、U2 が長くなることで、最大上りスル

ープットが低下する。従って、上り帯域を更に有効に使用するために G-Step4 を追加

で提案する。G-Step4では、波長切替対象でない ONUのデータフレームのグラントを

U2のスロットに割り当てる。波長切替対象 ONUのデータフレームは、U2のスロット

に割り当てない。G-Step4 適用時、または、G-Step4 非適用時のモードを、それぞれ

U2_disableと、U2_enableと定義する。 

 

G-Step4：データフレームのグラントを U1 のスロットに割り当てた後に、波長切替対

象でない ONUのデータフレームのグラントをU2に割り当てる。 

 

 G-Step4 は、DBA 計算を多少複雑にするが、波長切替対象でない ONU のデータフ

レームのグラントを空きウィンドウであるU2のスロットに割り当てることができるた

め、上りの最大スループットを向上することができる。 
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5-5  最大遅延の検証実験 

 最大遅延を測定するための実験構成を図 5-5に示す。1 台の ONU が、光ファイバを

介して、1 台の OLT に接続する。ネットワークテスタは、上りトラフィックを ONU#1

の 10 GbE UNIへ送信し、そして、下りトラフィックを OLTの 40 GbE SNIへ送信する。

上りと下りの入力レートは 1.0 Gbpsとした。入力トラフィックのフレーム長は 1522 byte

とした。ONU#1の波長は、20 ms の周期で λ2と λ4を交互に変更した。このような条件

において、波長切替を行った場合と、波長切替を行わない場合の ONU#1のフレームロ

スと最大遅延をネットワークテスタで 60秒間測定した。TDBAは 1 ms から 4 ms に、Tλ

は 0.1 μs[10]に設定した。Treportは 130 μsに設定した。TLは 136 μs に設定しており、こ

れは、最大転送レートが 8.7 Gbpsのときに、波長切替用のバッファサイズが 147 kByte

であることに相当する。RTTMAXは、ファイバ長が 40 kmの時のファイバ遅延に相当す

る 400 μsに設定した。 

 

 

 図 5-6 (a)、及び、図 5-6 (b)に、DBA周期長と上り最大遅延の関係、及び、DBA周

期長と下り最大遅延の関係を示す。青の三角、黒の四角、そして、赤の丸は、それぞれ、

波長切替を行わない場合の測定値、従来手法で波長切替を行った場合の測定値、そして、

提案手法で波長切替を行った場合の測定値を示す。黒の点線、及び、赤の点線は、それ

ぞれ、従来手法で波長切替を行った場合、及び、提案手法で波長切替を行った場合の、

最大遅延の理論計算値を示す。図 5-6 (a)中の黒の点線、及び、赤の点線は、それぞれ、

式(1)、及び、式(2)を用いて計算した。図 5-6 (b)中の黒の点線、及び、赤の点線は、そ

れぞれ、式(3)、及び、式(4)を用いて計算した。どの測定においても、フレームロスは

発生しなかった。加えて、上りと下りの両方において、最大遅延の測定値は理論計算値

とほぼ等しい値となった。 

 図 5-6 (c)、及び、図 5-6 (d)に、DBA周期長と上り波長切替遅延の関係、及び、DBA

周期長と下り波長切替遅延の関係を示す。波長切替遅延は、波長切替実行時に測定した

最大遅延から、波長切替を実行しなかった時に測定した最大遅延を引くことにより計算

した。図 5-6 (c)から、従来手法を用いた場合は、上りの波長切替遅延が DBA周期長の

 

図 5-5 最大遅延測定の実験構成 
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約 2 倍であるのに対して、提案手法を用いた場合は、上りの波長切替遅延が 126 μs と

一定であることが分かる。従って、提案手法を用いることで、上りの波長切替遅延を

DBA周期長に依存しない、非常に小さい固定値とすることができる。続いて、図 5-6 (d)

から、提案手法を用いた場合は下りの波長切替遅延が DBA 周期長とほぼ等しいのに対

して、提案手法を用いた場合は、下りの波長切替遅延が 567 μs と一定であることが分

かる。従って、提案手法を用いることで、下りの波長切替遅延も、DBA 周期長に依存

しない、非常に小さい固定値とすることができる。 

 図 5-6 (a)と図 5-6 (b)に戻ると、波長切替遅延が削減できたおかげで、提案手法を用

いた場合の最大遅延は、従来手法を用いた場合に比べて、大幅に削減することができた。

図 5-6 (a)に示すように、DBA周期長が 4 ms のとき、従来手法を用いた場合、及び、提

案手法を用いた場合の上りの最大遅延は、それぞれ、16.02 ms、及び、8.14 ms であった。

これは、最大転送レートを 8.7 Gbpsとすると、フレームロスなしの波長切替を達成する

ために必要なバッファサイズは、従来手法を用いる場合、及び、提案手法を用いる場合

で、それぞれ、17.4 Mbyte、及び、8.85 Mbyte であることを示す。従って、提案手法を

用いた場合は、従来手法を用いた場合に比べて、上りのフレームロスなしの波長切替を

達成するために必要なバッファサイズを半分に削減できる。一方で、図 5-6 (b)に示す

ように、DBA周期長が 4 ms のとき、従来手法を用いた場合、及び、提案手法を用いた

場合の下りの最大遅延は、それぞれ、4.17 ms、及び、0.58 ms であった。これは、最大

転送レートを 8.7 Gbps とすると、フレームロスなしの波長切替を達成するために必要な

バッファサイズは、従来手法を用いる場合、及び、提案手法を用いる場合で、それぞれ、

4.53 Mbyte、及び、0.63 Mbyte であることを示す。従って、提案手法を用いた場合は、

従来手法を用いた場合に比べて、下りのフレームロスなしの波長切替を達成するために

必要なバッファサイズを 7分の 1に削減できる。 
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図 5-6 実験結果 

(a) 上り最大遅延，(b) 下り最大遅延， 
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5-6  最大上りスループットの検証実験 

 最大スループット測定のための実験構成を図 5-7 に示す。4 台の ONU がパワースプ

リッタと光ファイバを介して、1台の OLT に接続する。ネットワークテスタは、上りト

ラフィックを ONU#2-4 の 10 GbE UNIへ送信する。この実験構成において、2種の実験

を実施した。 

 まず初めに、データグラントがレポートウィンドウに割り当てられているかいないか

を確認するために、U2_disable と U2_enable の状態において、上りパケットのキャプチ

ャを行った。実験結果を図 5-8に示す。ネットワークテスタから ONU#2-4への入力レ

ートは 10 Gbps に設定した。入力トラフィックのフレーム長は 1522 byteとした。ONU#1

の設定波長を λ4 から λ2 へ変更する間の OSU#2 の上りフレームをキャプチャした。

ONU#2-4の波長は λ2に設定した。ONU内の光送受信器の波長切替時間は、0.1 μsとし

た。 

 続いて、受信した総フレーム数をネットワークテスタで合計することで、上り最大ス

ループットを評価した。上り最大スループットは、最小のインターフレームギャップ

12 byte とプリアンブル 8 byte を、フレーム長に含めて計算した。実験結果を図 5-9に

示す。ネットワークテスタから ONU#1、及び、ONU#2-4 への入力レートは、それぞれ

0 bps、及び、10 Gbps に設定した。入力トラフィックのフレーム長は 1522 byte とした。

様々な ONU 内光送受信器の波長切替時間や、様々な波長切替周期に設定した場合の、

ONU#2-4 の総受信フレーム数をネットワークテスタで測定した。総受信フレーム数は

60 秒間測定した。ONU内光送受信器の波長切替時間は、0.1 μs、または、50 μs に設定

した。更に、ONU#1 の波長は、λ2と λ4の交互に変更し、その波長切替周期は 1 ms と

1s の間で変更した。DBA周期長は 1 s とした。つまり、ONU#1 の光送受信器の波長は、

DBA 周期 1000 回に 1 度変更した。また、ONU#2-4 の全ての波長は、λ2 に設定した。

Treportは 130 μsに設定した。 

 

 

 

図 5-7 最大スループット測定の実験構成 
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 レポートウィンドウを確認するために、U2_disable と U2_enable の状態で、上りフレ

ームをキャプチャした。6-5 で述べたように、U2_disable の設定では、レポートウィン

ドウ中にデータフレームは割り当てられない一方で、U2_enable の設定では、レポート

ウィンドウ中にデータフレームが割り当てられる。 

 図 5-8 に Wireshark で測定したパケットキャプチャ結果を示す。図中の Time は、受

信したパケットの受信間隔を示す。図 5-8 (a)の U2_disable において、No. 331-333 のフ

レームは波長切替対象でない ONU#4-2から送信されたフレームであり、No. 334 のフレ

ームは波長切替対象 ONU#1 から送信されたフレームである。No. 333 と No. 334 のフレ

ーム間の間隔は、124 μsであった。従って、U2_disableの状態では、波長切替対象でな

い ONU から送信されたレポートフレームと、波長切替対象である ONU から送信され

たレポートフレームの間に比較的大きな空きウィンドウが存在する。一方で、図 5-8 (b)

の U2_enableの状態では、No. 246-248 のフレームは波長切替対象でない ONU#4-2から

送信されたフレームであり、No. 334 のフレームは波長切替対象 ONU#1 から送信された

フレームである。No. 248 のフレームと、No. 334 のフレーム間の間隔は 127 μs である。

No .248 と No. 334 のフレーム間に送信された総フレーム数は、86 である。従って、

U2_enable の状態では、波長切替対象でない ONU のデータグラントが、波長切替対象

でない ONU のレポートフレームグラントと、波長切替対象である ONU のレポートフ

レームグラントの間に割り当てられていることが分かる。 
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 図 5-9に、波長切替周期と最大上りスループットの測定結果を示す。黒で塗りつぶ

した点、及び、赤で塗りつぶした点は、それぞれ、U2_disable、及び、U2_enable の状態

において測定した上り最大スループットを示す。加えて、三角、及び、丸は、それぞれ、

ONU内光送受信器の波長切替時間が 0.1 μs、及び、50 μsの場合を示す。どの測定点に

おいても、フレームロスは発生しなかった。 

 測定した上り最大スループットは、全て 8.7 Gbps を下回った。ここで、8.7 Gbps は、

誤り訂正符号方式（FEC: Forward Error Correction）として、リードソロモン(255, 223)を

用いた場合に 10G-EPONシステムで想定される、MACレイヤの最大伝送レートである。

上り最大スループットが、全て 8.7 Gbpsを下回った理由は、波長切替対象でない ONU

のレポートフレームグラントと、波長切替対象である ONUのレポートフレームグラン

ト間に空きウィンドウが存在するためである。上り最大スループットは、U2_disable の

場合に、波長切替周期が大きい場合や、ONU 内の波長可変光送受信器の波長切替時間

が大きいときに大幅に劣化した。この劣化の原因は、NU内の波長可変光送受信器の波

長切替時間が大きいときに、全体に対する空きウィンドウの割合が大きいためである。

そして、この最大スループットの劣化は、U2_enable の設定を適用し、波長切替対象で

ない ONUのデータフレームグラントを空きウィンドウに割り当てることで、空きウィ

 

 

(a) 

 

 

(b) 

図 5-8 パケットキャプチャ結果 

(a) U2_disable, (b) U2_enable 
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ンドウを削除することによって、抑制することができる。 

 U2_disable の状態で、ONU内の波長可変光送受信器の波長切替時間が 50 μs、波長切

替周期が 1 ms のとき、上り最大スループットは、U2_disable、及び、U2_enable で、そ

れぞれ、7.909 Gbps、及び、8.600 Gbps であった。従って、上り最大スループットは 8.74 %

向上した。上り最大スループットは、以降に述べる数値計算において 9.07 %向上すると

いう結果が得られたため、測定値と理論計算値は、ほぼ等しかった。 

Improved rate = (Rn+U2+Rs)/((λ-tuning interval)·2)       (5－5) 

ONU内の波長可変光送受信器の波長切替時間は 50 μs であるため、Rn+U2+Rs は 180 

μs である。式(5－5)において、分母を波長切替周期の 2 倍とした理由は、ONU#1 の波

長が波長切替周期の 2回に 1回だけ λ2に設定されるため、ONU#2 の空きウィンドウが

2 回の波長切替で 1 回だけ現れるためである。 

これらの測定結果より、U2_enable を適用した場合の、提案するグラント決定手法は、

上り最大スループットを向上できることを示した。特に、波長切替周期が短い場合や、

ONU内の波長可変光送受信器の波長切替時間が長い場合は、U2_enableを適用すること

で、最大スループットを大幅に向上できる。従って、DWBA制御[11, 12]に応用した場

合のように、パケットバイパケットの波長切替動作を行ったとしても、高い上り最大ス

ループットを実現することができる。 

 

  

 

図 5-9 実験結果：上り最大スループット vs 波長切替間隔 
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5-7  本章のまとめ 

 DBA 周期長が大きい場合に、フレームロスなしの波長切替に必要なバッファサイズ

を抑制するために、波長切替遅延を DBA 周期長無依存にする波長切替シーケンスを提

案した。フレームロスを防ぐために、ONUと OLT は、波長切替の開始時刻から、波長

切替の完了時刻まで、フレームをバッファに蓄積し続ける。提案シーケンスでは、ONU

内の波長可変光送受信器の波長切替時間に基づいて決定した一定時間後に、OLT は、波

長切替が完了したとみなす。ONU は、波長切替ゲートフレームによって与えられたデ

ータグラントの時刻まで、上りデータフレームをバッファに蓄積し続ける。加えて、

OLTは、ONU内の波長可変光送受信器の波長切替時間に基づいて決められた時刻まで、

下りデータフレームをバッファに蓄積し続ける。従って、提案シーケンスを用いた場合

は、ONU の波長切替完了の応答なく、バッファリング解除することができるため、波

長切替遅延を DBA 周期長無依存にすることができる。提案シーケンスの実現可能性を

確かめるために、提案シーケンスは、40 Gbit/s波長可変型WDM/TDM-PONに実装され、

実験にて動作確認を行った。最大遅延の実験結果により、提案シーケンスを用いること

で、フレームロスなく、且つ、DBA周期長に関係ない固定の波長切替遅延で、ONU内

の波長可変光送信器は送受信波長を変更することができた。DBA周期長が 4 msの場合、

提案シーケンスを用いることで、従来シーケンスを用いた場合に比べて、上り、及び、

下りに必要なバッファメモリを、2 分の 1、及び、7 分の 1 に削減することができた。

また、実験により、提案シーケンスを用いることで、波長切替周期が高い場合や ONU

内の波長可変光送受信器の波長切替時間が長い場合も、上り最大スループットを劣化さ

せることなく、波長切替できることを示した。従って、提案シーケンスを適用して波長

切替を実行することで、高い上り最大スループットを実現しながら、波長切替遅延を抑

制することで、バッファサイズの削減によるシステムコストの低減と消費電力の削減を

達成することができる。 
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第6章  結論 

 PONを用いたFTTHサービスは、高いスループットと経済性から、ブロードバンドサ

ービスを提供するために、多くの国で導入されている。現状の一般的なアクセスネット

ワークアーキテクチャは、TDM-PONとL2SWを用いた、光段と電気段による2段階の

集線構成を用いており、これにより大規模ユーザのトラフィックを1本の集線リンク（回

線）に収容して経済化を図ることができる。 

また、日本では、FTTHサービスが提供され始めてから約15年が経過し、広帯域化以

外に省電力化への社会的要求も高まっている。そこで、PONの広帯域化と省電力化に

向けた研究が進められている。しかしながら、一般的なPONとL2SWを用いた2段階の

集線構成によるアクセスネットワークアーキテクチャでは、L2SWの広帯域化と省電力

化を同時に達成することが難しい。さらに、PON区間のONUとOLTの接続経路は固定

であるため、故障時に経路切替により冗長系へ移行し信頼性を向上されることや、異な

るPON間で負荷分散を行いユーザ間公平性を向上させることができないという課題が

ある。 

これらの課題に対し、本研究では、L2SWを用いた集線を不要化するとともに、ユー

ザ単位でPON区間の経路切替を可能とするフォトニックアグリゲーションによる高速

光アクセスネットワークを提案した。更に、フォトニックアグリゲーションによる高速

光アクセスネットワークを実現するための主要技術として、光集線ノード構成技術・動

的負荷分散技術・高速波長切替技術を検討した。 

 第1章では、本研究の背景及び狙いを明らかにし、本研究の意義および目的を示した。

まず初めに、研究背景として、ブロードバンドサービスの普及とアクセスシステムの光

化、PONシステムの原理、PONシステムの標準化動向、そして、一般的なアクセスネ

ットワークアーキテクチャについて説明した。次に、将来アクセスネットワークの要求

条件と課題をまとめ、本研究の目的を述べた。 

 第2章では、高速光アクセスネットワークのアーキテクチャを網羅的に検討し、これ

らの中から、省電力性・信頼性・ユーザ間公平性の3つの観点で最適なアーキテクチャ

として、PON区間の多分岐化によりL2SWを不要化し（光集線）、更に、TDM-PON

に波長多重技術を採用して波長と経路を１対１に対応させ、ユーザ毎に割当波長を選択

することで、PON区間の経路切替を可能とする（光スイッチング）ようなアーキテク

チャを提案した。このようなアーキテクチャとすることで、L2SWの削減により省電力

性を高め、また、PON区間の経路を切り替えることで帯域を共有するユーザの組み合

わせを変更することによりユーザ間公平性を高めることができる。さらに、アクセスネ

ットワークにおけるトラフィック予測を行い、その結果から、フォトニックアグリゲー

ションによる高速光アクセスネットワークの構成を検討した。2030年において512ユー

ザを集線する集線リンクのトラフィックは、混雑リンクにおいて、上り、及び、下りで、
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それぞれ、154 Mbps、及び、2.04 Gbpsと予測されるため、ラインレート10G級のPON

システムである波長可変型WDM/TDM-PONへフォトニックアグリゲーションを適用

することで、広帯域化要求に十分応えることができることを確認した。これを踏まえ、

第3章以降は、波長可変型WDM/TDM-PONへフォトニックアグリゲーションを適用す

る検討を行った。 

 第3章では、フォトニックアグリゲーションによる高速光アクセスネットワークにお

いて、集線機能（光集線と光スイッチング）を実現可能、且つ、省電力効果が最大とな

る光集線ノード（PA: Photonic aggregator）の構成を提案した。PAは、従来構成と同

等の集線・波長振分機能を代替できる光デバイス（光スプリッタ、周回性AWG）の組

み合わせと、従来構成と同等のカバーエリアを確保するために必要となる光増幅器の個

数が最小となるように光増幅器の挿入場所を検討することで決定した。提案技術を用い

ることで、PAの集線比を64とした場合に、集線部分にかかる消費電力を30 %削減可能

であることを理論計算より明らかにした。これは、提案したPA構成を適用することで、

光増幅器の追加による消費電力の増加よりも、L2SWの削減とOLT数の低減による消費

電力の削減が、十分大きくなるためである。 

第4章では、複数のOLT間のトラフィック負荷を分散する動的負荷分散技術を提案し、

提案手法を用いた場合の負荷の均一性、切替頻度、平均遅延を実験により評価した結果

を示した。複数OLT間のトラフィック負荷を分散するために、ONUに接続先OLTを割

当てる動的負荷分散（DLB: Dynamic load balancing）アルゴリズムを提案した。本ア

ルゴリズムを用いることで、1回の波長切替で複数OLT間のトラフィック負荷の偏りを

最も改善できるため、負荷を分散するための波長切替数を少なくすることができる。提

案するDLBアルゴリズムを用いることで、従来手法であるラウンドロビンアルゴリズ

ムに比べて25分の1の波長切替数で、512台のONUのトラフィック負荷を4台のOLT間

でリアルタイムに分散できること、加えて、平均遅延にほとんど影響を与えずに負荷分

散できるという実験結果を示した。 

第5章では、フレームロスなしでの経路切り替えを実現する高速波長切替手順を提案

し、切替時間を実験により評価した。まず初めに、フレームロスなしの波長切替に必要

なバッファサイズを抑制するために、波長切替時間を動的帯域割当（DBA: Dynamic 

bandwidth allocation）の周期に依存せず短時間とする波長切替シーケンスを提案した。

提案シーケンスでは、ONU内の波長可変光送受信器の波長切替時間に基づいて決定し

た一定時間経過後に、波長切替が完了したとみなしてバッファリングを解除するため、

波長切替遅延をDBA周期長無依存の短時間とすることができる。続いて、DBA周期長

が4 msの場合、提案シーケンスを用いた場合は、従来シーケンスを用いた場合に比べ

て、上り、及び、下りの波長切替時間を、それぞれ、2分の1、及び、7分の1に削減で

きるという実験結果を示した。 
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以上の検討より、フォトニックアグリゲーションの適用により、L2SWを用いた集線

を不要化するとともに、ユーザ単位でPON区間の経路切替を可能とする高速光アクセ

スネットワークアーキテクチャを提案し、その主要技術である、光集線ノード構成技

術・動的負荷分散技術・高速波長切替技術の実現可能性を明らかにした。日本のブロー

ドバンドサービスを支える光アクセスネットワークに対して、本論文でまとめたフォト

ニックアグリゲーションは、広帯域化・省電力化・高信頼化・ユーザ間公平性の向上を

実現する技術として期待される。 
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